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要  旨 
 
問題提起 
国際的な解釈では、WHOや国連（1982年）の定義を参照すると、60歳以上の人口が全体の10％、
65 歳以上の人口が全体の 7％を超えた場合に高齢化社会となる。2000 年に中国では 60 歳以上
の人口比率は既に 10％に達し、高齢化社会に突入した。その後、中国政府は日々深刻化してく
る高齢化問題を解決する為に、医療、経済等の面において相次ぐ高齢者支援政策を打ち出した。 
一方、1980 年代から工業化や都市化の進展に伴い、大量の“農民工”が誕生し、農村部では
「留守問題」が発生し始めた。「留守問題」の中で子ども達が出稼ぎに行き、農村部に残された
高齢者を「留守高齢者」という。 
都市部の発展に伴い、農村部から都市部へ出稼ぎ若年者が増えてくる。その結果、農村部に
残された高齢者も増えてくる。従って、中国高齢化問題の中で「留守高齢者」という特別な対
象者が生まれた。その特別な状況に対して、一般の高齢者と違い、より農村部の「留守高齢者」
の需要を満たせる政策が必要である。 
しかし、現段階の高齢者支援政策はまだ「留守高齢者」のことを考えていないだけでなく、
高齢者支援政策の実行力も弱い。故に、本研究はまだ特別な対象者になっていない農村部の「留
守高齢者」達が一般の高齢者と同じようなサービスや権利を享受できるかどうか、又は既存の
高齢者支援政策が「留守高齢者」の本当の需要を満たせるかどうかについて検討することが目
的とする。 
 
先行研究の検討 
1980年代以前、中国においては、高齢者に関する研究は一切なかった。中国の高齢化は他の
先進国より始まった時期が遅いから、高齢者に関する研究も相対的に遅れて出て来た。実際に
“高齢化”という言葉が初めて認知されるようになったのは 1982 年にウィーンで開かれた第一
回高齢問題世界大会1で提出されてからのことである。その以後、中国国内の学術研究者達は高
齢化問題に対して興味を持ち始め、高齢化問題に関する研究も登場し始めた。 
その中で、農村部の「留守高齢者」の生活や老後の養老問題についての研究が多い。「留守高
齢者」の生活に対する研究は主に「留守高齢者」の経済状況、日常生活や精神状況の三つの面
である。子どもの出稼ぎによって、農村部の「留守高齢者」の経済状況や精神状況がより悪く
なってくることがあり、日々困難な老後生活を送っているという研究結果があった。 
また、生活や養老問題以外の社会支援に対する研究もある。研究者達は農村部の「留守高齢
者」の養老問題を解決することを提案し、国家的な高齢者支援政策に対する検討も行った。そ
の結果、新型農村合作医療制度の実行が予期の結果と合わない、医療制度の実行力が弱い等問
題点を発見した。養老保障制度の中で、新型農村合作医療制度以外の各種類の保障政策の加入
率が低く、政策の保障水準も低いと分かった。 
                                                   
1ウィーン高齢問題世界大会：1982年７月 26日から 8月 6日まで、ウィーンで 124個国の体表団が出席し、世界
各国高齢化の現状、原因及び社会経済に対する影響を討論した。高齢化問題は先進国だけの問題ではなく、発展途上国
の問題でもあるという結論を出て来た。 
  
 
しかし、農村部の「留守高齢者」の生活が本当にそうなのか、国家的な高齢者支援政策が「留
守高齢者」に対して一体どんな役割を担っているのかがまだはっきり分かっていない。故に、
既存の研究結果に基づき、農村部「留守高齢者」の生活実態を明らかにすること、また国家的
な高齢者支援政策の運用程度を明らかにすることが本論文の目的である。 
 
研究の成果 
1）中国高齢化の特徴の解明 
世界各国の進展状況と同じように、2000年から中国も高齢化社会に突入した。しかし、中国
の高齢化の特徴は規模が大きく、発展スピードが速いということがある。そして、もう一つの
大きな特徴は、豊かになる前に高齢化してしまうという点である。従って、ほかの先進国と比
べ、中国は高齢化問題を解決するのはより困難になっている。 
更に、1980年代末から、農村部の若年労働者が都市に移動することによって、農村部では「留
守家族」という問題が出て来た。「留守家族」問題の中で子ども達が面倒を見てくれず、農村部
に残された「留守高齢者」が生まれた。「留守高齢者」は一般の高齢者と違い、子ども達が側に
いなく、いざという時に支援してくれる人もいない。普段は、家の農作業や家事が全て自分で
負担し、寂しい時には隣人同士と会話するしかない現状がある。 
従って、中国の高齢化問題を解決する為には、上記のような特徴を考えなければならない。
とりわけ、農村部の「留守高齢者」その実態に相応しい政策を立案する必要がある。 
 
2）政策に対する検討及びインタビュー調査の結果 
現段階で打ち出された農村最低生活保障制度2、社会養老保険制度、五保供養制度3、新型農
村合作医療制度4や“80 歳以上”高齢補助制度5等の制度の内容を見ると、どんな支援制度でも
農村部の「留守高齢者」は特別な対象者となっていないことが分かった。 
実際に劉家村の「留守高齢者」達を調査してみると、“80 歳以上の高齢者補助制度”の実行
力が足りず、上海、北京のような大都市では実行されている高齢者補助制度は劉家村では利用
している「留守高齢者」が一人もいない。 
新型農村合作医療制度（新農合）の加入率が 100％にもかかわらず、補助金の申請手続きが
煩雑である、補助金額が少ない、重病ではない場合は減免できない等の問題があり、新型農村
                                                   
2 農村最低生活保障制度：農民の最低限の生活水準を保障する為に、作り出した制度である。保障対象者は家庭人
口の年平均収入が当地の最低生活保障基準より低い農村住民である。申請者の家庭年平均収入に基づいて、生活の難し
さや種類によって、事前に設定された金額を給付する。 
3 五保供養制度：『農村五保供養工作条例』によって、農村住民の中で扶養者のいない、労働能力がない、経済収入
がない高齢者と障害者や、16 歳未満の村民に対して衣・食・住・医・葬の五つの方面又は未成年者に義務教育等の方
面で生活や物資の援助を提供する制度である。 
4 新型農村合作医療制度：「新農合」と略称し、中国政府によって管理・指導や指示し、農民が自発的に参加し、個
人と集団や政府多方面で資金を収集する。重病者を中心にした農民医療互助共済制度である。 
5 “80 歳以上”高齢補助制度：80 歳以上の高齢者は政府から一定的な高齢者補助金をもらえる制度を“高齢者補
助”制度と言う。 
  
 
合作医療制度がまだ不完全であることが分かった。要するに、現段階で実行された新型農村合
作医療制度は農村部の「留守高齢者」のニーズを満たすことができでいないと言えるだろう。 
また、劉家村では社会養老保険制度（新農保）6を享受できる権利を売買する人（1 人）が存
在している。従って、中国政府は国家の高齢者支援政策に対する管理がまだ十分されていない
問題点が分かった。五保供養制度を調査してみると、一般の高齢者が享受できる支援政策が「留
守高齢者」が享受できないことがある。 
従って、既存の高齢者支援政策がまだ農村部の「留守高齢者」の養老問題を解決することは
できていないと分かった。 
今後、中国の高齢化問題を解決する為に、現段階の高齢者支援政策を改善しなければならな
い。中国の高齢化問題に対して、より完備な高齢者支援政策が必要である。 
 
研究意義 
従来の農村部の「留守高齢者」研究には、「留守高齢者」の生活、経済状況や精神状況等に対
する研究が多い。本研究は農村部の「留守高齢者」の生活、経済状況や精神状況に限定するの
ではなく、「留守高齢者」達が利用している高齢者支援政策についても分析した。その視点で、
国家的な高齢者支援政策が農村部の「留守高齢者」に対する役割を明らかにした。 
今回のインタビュー調査を通して、国家的な支援策が実施しているものの、まだ農村部の「留
守高齢者」の養老問題を解決することができていないことが分かった。 
 
今後の課題 
本研究に、劉家村の「留守高齢者」の生活現状や精神状況だけでなく、国家的な高齢者支援
政策についても検討した。検討した結果、国家的な高齢者支援政策は農村部の「留守高齢者」
の養老問題をまだ解決できていない状態と分かった。政策の内容や実行力等において、十分で
はない所があり、検討し直すべきである。 
しかし、中国の農村部は数えきれないほどあり、一つ農村部の調査データは中国全体の事情
を体表することができない。その為、より多くの農村部を調査し、たくさんの調査データを入
手する必要がある。更に、今回の事例調査ではまだ検討できていない支援政策があり、今後そ
の残りの支援政策に対する検討も必要である。 
  
                                                   
6社会養老保険制度：労働者が 60歳を過ぎた後、養老保険費の納付状況によって基本養老保険待遇を享受できる農
村社会保障制度である。 
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序  章 
第 1節 研究背景と目的 
中国政府は、1958年 1 月、全国人大常務委員会第 91回目の会議を通して、『中華人民共和国
戸籍登録条例』7を確定した。条例の第 10 条第 2 項によって、農村部から都市部に移動する人
は都市労働部門の就職許可、学校の入学通知書或いは都市戸籍登録機関の入居許可中の何れか
の一つを持つ人は都市部に移動することができた。この条例で都市部に流入する農村人口に対
する管理が厳しくなってくると表明した。『中華人民共和国戸籍登録条例』によって、都市部に
流入する農村人口に対する管理が厳しくなることを核心として中国の戸籍移動制度が確定され
た。又、中国都市部と農村部が持つ資源の格差によって、インフラ建設や経済発展において巨
大な格差が出て来た。 
しかし、1980年から工業化や都市化の進展に伴い、中国社会は転換期に入り、農村部から都
市部へ移動する労働力が大量に生まれることになった。大規模な労働力が都市部に流入するこ
とによって都市部と農村部の経済発展は大きな成果を収めただけでなく、出稼ぎ家族に対して
も家族の経済負担も軽減することができた。形成した二元経済社会構造や家計状況等の原因で
都市部に流入する若年労働者が年々増加している。 
しかし、現在の中国国情8から見ると、家族と一緒に移動するのは難しいことである。故に、
若年労働者の移動に伴い、農村部の子供・婦女・高齢者という三つの留守対象者が生まれた。
三つの留守対象者の中で、「留守児童」問題がよく新聞やメディアに取り上げられ、社会の幅広
い注目を受けた。「留守婦女」は女性の利益を体表し、女性の権利を保障する専門組織である“婦
聯”（中華人民共和国婦女連合会）がある。しかし、「留守高齢者」はまだ社会の注目を受けて
おらず、専門的な「留守高齢者」問題を解決できる組織が成立していない為、農村部「留守高
齢者」問題はより深刻であると指摘している。 
また、中国老齢科学研究センターが発表した『中国老齢事業発展報告（2013）』によると、2012
年末までに全国の「留守高齢者」は 9900万人、農村部の「留守高齢者」は約 5000 万人に達し
ていることが分かった。現在中国の農村部「留守高齢者」現象は拡がりをみせており、「留守高
齢者」の規模は今後益々拡大していくと予測される。 
中国政府は、人口高齢化の急速な進展や今後益々深刻化する「留守高齢者」養老問題に対応
する為に、1996 年に『中華人民共和国高齢者権益保障法』が制定し、「高齢者権益保障法」に
よって、“高齢者養老問題では家庭養老が主役であり、家族が高齢者の面倒を見る義務がある”、
“扶養者は高齢者に対して金銭的・物質的扶養、生活の面倒、精神的慰藉や特別な需要を提供
する等義務がある”が定められた。この法律によって親との同居を強制することを政府は意図
した。しかし、一人っ子政策や労働に対する考え方の変化や若者価値観の変容等によって、法
律の力で親との同居することを実現するのは難しいと思われる。 
                                                   
71958年 1月 9日の全国人民代表大会常務委員会第 91回目の会議を通して、1958年 1月 9日から実施する。「条
例」全文で 24条項目である。 
8中国現在（2016年）国情：経済総量は世界で第 2位、総合国力は世界第 7位である。一方、一人当たり GDP3000
ドルで、発展途上国に属している。又、社会主義初級段階において、資源・人口・環境の圧力が大きい、生産性水準が
低い且つアンバランス、農業人口が多い国である。 
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故に、「留守高齢者」の養老問題を解決する為には、法律による力だけでなく、国家的高齢者
支援策も重要と考える。国家的高齢者支援策には、例えば、農村部で実施した最低生活保障制
度、社会養老保険制度、五保供養制度及び新型農村合作医療制度等社会救助や支援策がある。
しかし、これらの支援策を享受できる対象者は高齢者全員であることから、農村部で生まれた
「留守高齢者」達が特定対象者として扱われていない為、政府が提供する支援策を享受し難い
或いは享受できないでいることがあることが予想される。 
他方、中国養老制度の整備は立ち遅れ、高齢者にとって現在の養老サービス保障水準は全く
足りない現状になっていると指摘されている。（李宣 2015）例えば、中国全国老齢工作委員会
弁公室は 2013年 2 月に、高齢者事業の発展状況に関する全面的な総括と評価を行って『中国老
齢事業発展報告（2013）』を発表した。報告によると、中国高齢化事業が現在直面している問題
は、第一に、高齢化に対する戦略的政策立案と計画の立ち遅れ；第二に、政府・市場・社会な
ど複数の主体が共同で打ち立てる高齢化対策の未完成、としている（中国高齢者産業調査報告
書 2013）。 
具体的な事例としては以下の通りである。2003 年から全国範囲で実施が始まった新型農村合
作医療制度9は高齢者の加入率は高いものの、本当に医療費の補助や減免等サービスを享受でき
る高齢者はまれであること。それに加え、新型農村合作医療制度が実施されたにも関わらず、
医療費が上がり、補助できる医療費は一定的な範囲や条件に制限され、経済力がなく或いは軽
度な病気にかかる高齢者達にとって実際的な支援になれないこと、である。（李春艳、贺聪志 
2010） 
前述したように、若年労働者が都市部に流入することによって、農村部の「留守高齢者」問
題が出て来た。しかし、国の高齢者支援政策は現段階ではまだ十分ではなく、しかもそれらに
施策は農村部の「留守高齢者」達を特定したものとなっていない為、「留守高齢者」達はより深
刻な現状に置かれている。更に、現段階では農村部「留守高齢者」の支援政策に関する研究が
まだ少なく、農村部の「留守高齢者」達が普通の高齢者と同じようなサービスや権利が保障さ
れているかどうかがまだ分からない状態である。 
故に、本研究は、中国政府が実施している高齢者支援策が、「留守高齢者」達にとって、一般
の高齢者と同じようなサービスや権利が保障されているかどうか、又は既存の高齢者支援策は
「留守高齢者」のニーズに満足しているかを明らかにしたい。 
つまり、中国では国家的高齢者支援策を享受できる対象者が高齢者全員である中で、「留守高
齢者」は特定の対象者としてまだ認識されていないことから、高齢者支援策の中で、「留守高齢
者」という特定対象者にとって一体どのぐらい役に立つのかを改めて検討していきたい。更に、
調査対象地における「留守高齢者」の生活実態を明らかにした上で、当地の「留守高齢者」に
適する支援策を探し出すことを目的としている。 
 
第 2節 研究方法 
本研究は主に、文献調査とインタビュー調査二つの方法を使って、資料を収集した。 
① 文献調査 
                                                   
9新型農村合作医療制度：農村で実施される、農民が自主的に参加する医療保障システムである。農民が 20％、政
府が 80％を出資して、一つの医療基金を作り、その医療制度に加入した農民には一定の医療費が支給される。 
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・農村部「留守高齢者」に関する論文や調査報告書を収集し、現段階の研究状況を把握し、
既存した研究経験や成果に基づき、本研究の研究枠組みを確定した。 
・中国の高齢者政策に関する政策文書の収集及び分析を行った。 
・事前に江西省余幹県三塘郷劉家村に関する情報をインターネットにより検索する。 
② インタビュー調査 
・研究調査の中で、調査対象者は江西省余幹県劉家村で暮している「留守高齢者」である。
調査対象地に住む「留守高齢者」の生活状況及び国家的支援策の享受状況について、インタビ
ュー調査する。 
 
第 3節 論文構成 
まず、第一章では、中国における高齢化の定義及び原因を示す事により、中国高齢化の特徴
を明らかにする。そして、今後の中国高齢化の進行について分析する。又「留守高齢者」の形
成原因と直接かかわる“農民工”の背景を分析した上で、“農民工”によって形成された「留守
家族」問題について検討する。ここでは、主に、「留守家族」の定義及び種類について分析し、
その中で、「留守高齢者」の養老問題の重要性を浮き彫りにする。 
次に、第二章では、農村部「留守高齢者」に関する先行研究を検討して、本研究の研究枠組
みを確定した。 
第三章では、農村部高齢者が対象とする国家的支援策に対して、政策別に詳しく紹介する。 
その上でこれらの支援策は「留守高齢者」にとってどのように役に立っているのかを分析し、
それが「留守高齢者」にも適用できるかどうかを再検討する。 
第四章では、「留守高齢者」の支援策の利用状況をより詳細に把握する為に、江西省上饒市余
幹県三塘郷劉家村を訪ね、そこで暮らしている「留守高齢者」に対して、生活実態及び国家的
支援策の利用状況についてインタビュー調査した結果を報告する。 
最後に、インタビュー調査を通して得た知見を現段階で実施されている支援策と照らし合わ
せ、支援策の不十分な点或いは改善すべき点を解明する。中国の高齢者政策が、農村部の「留
守高齢者」として特定の支援対象者となっていない中で、一般の高齢者と同じサービスや権利
を保障されているかどうかを明らかにする。 
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第 1章 中国における高齢化と農村部「留守家族」問題 
本章では中国特有の高齢者の定義を述べた上で、他国と異なる高齢化の特徴をまとめて分析
する。その特徴に基づいて、今後の中国における高齢化の見込みについて分析し、現段階での
中国の高齢化の深刻さや将来の危険性を明らかにする。 
また、“農民工”によって農村部に残された留守家族に注目し、“農民工”の形成原因を分析
した上で、農村部の「留守家族」の定義や種類を分析する。更に、種類別によって各留守対象
者の問題と「留守家族」総体の問題を分析し、農村部の「留守高齢者」養老問題の深刻さを引
き出す。 
 
第 1節 中国の高齢化 
1-1 中国高齢化の定義 
人口高齢化（Population Aging）は、人口学の概念である。高齢者人口は総人口に占める割
合の上昇や人口年齢構成10の高齢化を指している。高齢者になる年齢は一般的に 60 歳或いは 65
歳であり、平均寿命が延びたことによって、国際的には 65 歳以上の人口が高齢者と言われる。 
高齢化の指標は、高齢者人口の割合、人口高齢化係数11、高齢者人口の扶養比率12等である。
高齢者人口の割合は高齢係数とも言い、特定人口範囲の中で 65歳以上の人口は総人口に占める
割合である。人口高齢化水準を測定する時に、高齢者人口の割合は良く使われている指標であ
る。 
高齢者や高齢化社会の定義について、日本等の諸国は高齢者を 65 歳以上としているが、中国
では「花甲」（還暦）という伝統的な考え方や定年退職年齢（男性 60歳）などの実状に基づき、
政府は統計や文書の中で 60 歳以上を基準とする。中国における高齢期の基準は、45～59 歳は
前期高齢者、60～89歳は高齢者、90歳以上は後期高齢者に分けられる。一方、国際的には WHO
や国連（The Vienna International Plan of Action on Ageing 1982）の定義を参照し、60歳
以上の人口が全体の 10％、65 歳以上の人口が全体の 7％を超えた場合を高齢化社会と解釈され
ている。 
その基準に従えば、2000 年に中国では 60歳以上の人口比率は既に 10％に達し、高齢化社会
に突入した（『人民論壇』 2014年第 34期）。国家統計局『2014年国民経済と社会発展統計広
報』によると、2014 年中国の人口は 13 億 6，700 万人に達し、60 歳以上の人口は 2 億 1，200
万人、全体の 15.5％を占め、65歳以上の人口は 1億 3，700万人、全体の 10.1％を占めている。
中国の高齢化問題は益々深刻になって来ていることが分かる。 
2010年、中国の GDP（40.89 万億元）は初めて日本を超え、世界で第二番目の経済大国になっ
た。中国にとって、それは喜ぶべき事だ。しかし、21世紀に入った中国は、既に以前の高出生
                                                   
10人口年齢構成：一定の地域、一定の時点で各年齢段人口は総人口に占める割合であり、普通は％で表示する。人
口年齢段の区分は：0～14歳は少年人口、15～64歳は生産年齢人口、65歳から高齢者である。 
11人口高齢化係数：特定人口の中で高齢者と子供の割合であり、普通は％で表示する。高齢者子供比率とも言う。 
12高齢者人口の扶養率：高齢者と生産年齢人口の比率である。生産年齢人口毎 100人が負担する高齢者人数、％で
表示する。割合が大きければ大きいほど、生産年齢人口の扶養負担が大きいと説明する。 
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率・高死亡率・低増加率の段階から低出生率・低死亡率・低増加率の段階に入った。社会の発
展とともに、生産年齢人口13は減少し、高齢者人口が増えて来ている。また、急速な経済成長
に伴い、生活環境や医療技術などが改善され、人々の平均寿命が延びたことに加え、都市化や
工業化の進行等によって中国は急速な高齢化社会に突入した。（李蕾，乔安娜，汪琼  2013） 
 
1-2 中国高齢化の特徴 
（1）規模が大きい、スピードが速い 
中国は人口大国であり、世界の 1/5 近くの人口を持っている。2000 年に中国では 60 歳以上
の人口比率は既に 10％14に達し、高齢化社会に突入した。他の先進国と比べ、そもそも中国は
人口が多い為、同じ高齢化率だとしても、中国の高齢人口数は圧倒的に多い。 
2010 年の第六回人口センサスによると、60 歳以上の高齢者人口は 1.78 億になり、総人口の
13.26％を占めた。2015年には、中国の 60歳以上の人口は、2.21億人、総人口の 16％を占めた。
「中国人口高齢化発展傾向百年予測」によると、2020 年には 60 歳以上の高齢者人口は 2.43億
人に達し、人口の 17.2％を占めると予測される。高齢者人口数や比率の増加が社会経済の発展
に巨大な圧力を掛け、国の社会補助や支援に対する要求が高くなって来ている。 
高齢者人口の扶養率を見ると、第一回人口センサスでは 60歳以上の扶養率は 12.98％であっ
た。1964 年第二回人口センサスでは 11.53％であった。二回の調査では、高齢者人口の扶養率
がまだ高くないと分かる。しかし、60歳以上の扶養率は 1982年の 12.96％から 2010年の 18.91％
まで上がった。高齢者の増加スピードが速く、特に、高齢化社会になってから、高齢者人口扶
養率の増加がより速くなった。（表 1－1） 
表 1-1 例年中国人口センサスの人口年齢構成及び扶養率状況（単位：％） 
年 0－14歳 15－59歳 60歳及び以上 扶養率 
1953 36.28 56.40 7.32 12.98 
1964 40.69 53.18 6.13 11.53 
1982 33.59 58.79 7.62 12.96 
1990 27.69 63.74 8.57 13.45 
2000 22.89 66.78 10.33 15.47 
2010 16.60 70.14 13.26 18.91 
資料：例年人口センサスのデータ結果 
 
中国の高齢化は規模が大きいだけでなく、スピードも速い。改革開放後始めて行った 1982
年人口センサスでは、65 歳以上の高齢人口はわずか 4.9％しかなかった。計画生育政策の影響
で年少人口が減少し、高齢人口の割合が上昇し続け、2000年に早くも高齢化社会を示す 10％に
達した。中国の今の高齢人口の割合は日本の 70年代末の水準に近い。中国は先進国となった日
本の姿に既に近付いたのである。 
中国は欧米や日本等の先進諸国と比べ、高齢化の開始は遅れたが、進行スピードはかなり速
                                                   
13生産年齢人口：日本の基準によると、15～64歳までの生産力を持つ人が生産年齢人口と言う。 
142000年 11月に第五回目人口センサスによると、中国総人口は 124261万人であり、60歳以上の高齢者は 12998
万人がいる。 
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いと言える。高齢化の進展のスピードを測定する方法は、一般的に 65歳以上の高齢者比率が 7％
から 14％へ移行する期間によって判断するものである。 
表 1-2 に示すように、人口高齢化率が 7％を超えてからその倍に当たる 14％に達するまでに
かかった年数（倍化年数）を見ると、日本と韓国の場合はわずか 24年と 19年であるが、欧米
諸国はほとんど日本・韓国の 2倍以上の年数がかかっている。一方、中国は約 27年であり、同
じ東アジアにある日本と韓国の倍化年数に近い。 
高齢者人口割合が 7％から 14％へ移行する期間の中で、一番長いのはフランスの 114 年（1864
－1978年）である。次はオーストラリアの 73年（1939－2012年）、アメリカの 72 年（1942－
2014年）である。しかし、中国は 27 年（2000－2027 年）で移行し終わると予測される。中国
は日本とほぼ同じ速度で高齢社会へ突入しようとしているのである。 
表 1-2 人口高齢化速度の国際比較 
国 
高齢人口割合の到達年次 
倍化年数 
7％ 14％ 
フランス 1864 1978 114 
オーストラリア 1939 2012 73 
アメリカ 1942 2014 72 
オランダ 1940 2005 65 
ドイツ 1932 1972 40 
日本 1970 1994 24 
韓国 1999 2018 19 
中国 2000 2027 27 
資料：国立社会保障・人口問題研究所、「人口資料 2014」 
 
また、中国における高齢化は、都市部より農村部のほうが一層速いスピードで進んでいる。
若者が大学等への進学、都市部への出稼ぎで農村から姿を消した為である。中国では都市戸籍
の住民を対象に医療・年金等の社会保障制度が作られているが、農村部に住む人は今のところ
極めて不十分な社会保障しかない。その為、農村住民は病気や老後は基本的に自力か子供に頼
るしかない。 
 
（2）“未富先老” 
“未富先老”とは、豊かになる前に老いる（＝高齢化）という意味である。他の先進国の多
くは、高齢化に入る前に、一人当たり GDPが約 5000－10000 ドルになっているが、中国の場合
は、2010年の一人当たり GDPが約 4500 ドルで、2011年は、5400 ドルあまりとなっている。高
齢化問題に対応する経済基盤がまだ弱い為、中国社会に大きな負担をもたらしている。（横江  
2012） 
一方、国内では、地域によっては“未富先老”現象も存在する。2010年の中国における一人
当たり GDP が高い三大都市は上海・北京・天津であり、それぞれ 74572 元、71963 元、71294
元となっている。それぞれの高齢化ランキングは第 6、12と 15位となっている。しかし、広東
における 2010年の一人当たり GDPは 44107 元であり、第 7 位に位置する。広東省の経済がまだ
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低い水準にもかかわらず、高齢化率が高くなっている。地域の経済発展と高齢者人口の割合の
バランスが崩れることによって、地域経済の発展にもマイナスの影響をもたらす。 
（第六回人口センサス、2011「中国統計年鉴」）（劉帆 2013） 
 
（3）他の特徴 
中国の人口高齢化は「鎮郷転倒現象」があり、農村部の高齢化問題が都市部より深刻化して
いる。中国では、農村部の若年労働者が大量に都市に流入することにより、農村部の高齢化が
早まり、深刻な問題に直面している。また農村部では、60 歳以上人口に対する 80 歳以上の人
口比率が上昇傾向にあり、2000年の 9.5％から 2030年には 14.4％になり、その時点で都市部を
3.4％上回ることが予測されている。 
二元経済構造の下で、かつては農村部の高齢者の割合は都市部より低かったが、1990年代末
に、割合が逆転した。1993 年に都市部の高齢者比率は 6.39％、農村部は 5.92％であった。しか
し、1995 年に農村部の高齢者比率は 6.68％、都市部は 6.96％であった。農村部の高齢化は益々
都市部に近づく。2000 年に都市部の高齢者の比率は 6.30％、農村部は 7.33％となり、農村部の
高齢者の比率は既に都市部を超えた。大量の若年労働者の移動によって、農村部の労働年齢人
口が減少し、農村部の高齢者比率が相対的に増えてくることになったのである。（李辉 2012） 
 
1-3 中国高齢化の見込み 
周知のように、急速に進展する高齢化問題は、人口出生率や死亡率の下降と密接に関連して
いる。現在中国の出生率は既に人口置換水準15以下になっていて、予想寿命や死亡率もほとん
ど先進国のレベルと同じになっていた。1950年代に生まれた人が高齢期段階に入ることによっ
て、21世紀16前期は人口高齢化の進展が急速に進むと予測される。 
今後の社会発展の中で、中国の高齢化の進展は四つの段階に分けられるとされている。 
①1999 年～2010 年は高齢化加速期であり、高齢者人口の割合は年々0.1％のスピードで上が
る。 
②2010 年～2040 年は高齢化高速期であり、高齢者人口の割合は年々0.4％のスピードで上が
る。 
③2040 年～2060 年は高齢化減速期であり、高齢者人口の割合は年々0.1％のスピードで下が
っていて、65歳及び 65歳以上の高齢者人口は総人口割合の 22％に占めると予測される。 
④2060年以降、高齢化は安定期に入り、高齢者人口の増加は基本的に止まって、人口は安定
状態になると推測される。 
また、国連は、中国の人口高齢化の見込みに対して以下のような予測を行った。（表 1-3） 
表 1-3 中国人口高齢化の見込み（国連の予測） 
年 
総人口
（億） 
60 歳以上 65 歳以上 80 歳以上 
人口（億） 人口比率％ 人口（億） 人口比率％ 人口（億） 人口比率％ 
2000 12.7 1.31 10.34 0.91 7.13 0.14 10.44 
                                                   
15 人口置換水準：人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準のこと。若年期の死亡率が
低下すると人口が減りにくくなるので、この水準値は減少する。 
16 21世紀：2001年 1月 1日から 2100年 12月 31日までの時間である。 
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2010 13.76 1.73 12.54 1.15 8.38 0.21 12.23 
2020 14.72 2.45 16.61 1.74 11.83 0.30 12.07 
2030 15.24 3.55 23.30 2.44 15.98 0.43 12.07 
2040 15.43 4.09 26.52 3.24 20.98 0.64 15.64 
2050 15.21 4.38 28.76 3.32 21.81 1.00 22.91 
耿忠平編集：「社会保障学導引」、同済大学出版社、2003年 6月 
（李雪 2004） 
表を見ると、2000 年から 2050 年までの 60 歳以上の高齢者人口数は年々増加してきており、
2050年には 60歳以上の高齢者割合は 28.76％になり、高齢者人口数のピーク期になると予測さ
れる。 
 
第 2節 農村部「留守家族」問題 
2-1「留守家族」の背景――“農民工”現象 
1980年代末から、工業化や都市化の進展に伴い、大多数の農村人口は自分が生まれた農村か
ら離れて、都市部に移り住んだ。このように、都市部へ移住した農民から構成された社会集団
を“農民工”と言う。 
中国改革開放以降、農村部で家庭生産請負制を実施し、土地を私有化した後、農民達は農村
部から離れて、都市部に移動した。その時から、都市部に流入した農民人口は非農業活動を従
事する農村戸籍を持つ“農民工”になった。彼らの戸籍所在地は農村部であるものの、農業活
動にはほとんど従事しない。どんな国でも、伝統的な社会から現代社会に転換した時は必ず産
業構造及び都市部と農村部の構造変化を経過し、又それに関連して農業人口から非農業人口に、
農村人口から都市人口に、農民から都市労働者へ変化することがある。つまり、農民の社会流
動性は歴史的な合理性があると言える。 
実は、既に中国は近代社会から農民が都市部に流入し、就職する現象があった。清朝末期か
ら 1930 年代までの資料を分析した学者は、“農民工”の波は中国の“洋務運動17”の工業時期
から始まると分析した。清朝末期の“洋務運動”から、工業化の発展によって都市部では労働
者に対する需要が拡大し、自然経済体の崩壊及び「工業と農業」、「都市部と農村部」の格差等
の原因で、農村部の農民達が都市部に流入し始めたのであった。 
政策方面から見ると解放前から解放初期にかけて、農民の移動は自由であった。1952年、基
本的に、農村土地改革が完成してから大部分の農民が自分の土地を持ち始めた。それと同時に、
激しい農村合作化運動も始まり、数多い農民が都市部に移動して就職し始めた。1949年中華人
民共和国が成立した後、1956 年に就職・食糧供給・住宅・交通等の都市問題が発生した。中国
共産党は食糧問題という社会問題を解決する為に、1956 年 12月 30日に『農村人口の無制限な
流出を防止することに関する指示』を発表した。1957 年 3月 2 日、又『農村人口の無制限な流
出を防止することに関する補充指示』を発表した。1957年 12月 18日、中共中央と国務院とが
連携して、『農村人口の無制限な流出を禁止することに関する指示』を発表した。次いで、1958
                                                   
17 洋務運動：中国の清朝末期（1860年代前半 - 1890年代前半）ヨーロッパ近代文明の科学技術を導入して清朝の
国力増強を目指した運動。自強運動（じきょううんどう）とも。清朝の高級官僚であった曽国藩・李鴻章・左宗棠・劉
銘伝・張之洞らが推進者。 
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年 1月 9日に『中華人民共和国戸籍登録条例』が公表された。この条例によって、農村部と都
市部の関係が完全に崩壊し、農村住民と都市住民は全く違う身分を持つことになったのである。 
改革開放前では、中国農村人口の移動の理由は主に進学・就職・徴兵という三つである。し
かし、1978 年に実施された農村経済体制改革は、農民の貧困状態を改善することに積極的な影
響を与えた。これにより、農村部の生産力が解放され、農業労働の生産率が上がって、大量の
農産物が生産されたと同時に、大量な余剰農業労働力が生まれた。従って、この時から農民が
農業から非農業に、農村から都市部に変換する新しい時代に入った。1980年代中期から、経済
体制改革は農村部から都市部まで拡大し、都市部の第二、第三産業が迅速に発展した後、大量
な労働力が必要とされ、又、食糧や副食品の販売が開放され、都市部に入る“農民工”が生ま
れた。現在でも、“農民工”達は都市部の住民としては認められていないが、強い生命力を持つ
彼らは既に現代社会発展においては重要な存在である。 
 
2-2 「留守家族」の定義や種類 
1980年代から、都市化や工業化の発展とともに、大規模な農村労働力は非農産業に転換した。
都市部で働くことによって、農民の家庭経済収入も増加して来たわけである。それと同時に、
農村部観念の変化や農民の生活能力にも積極的な影響を与えた。一方、農民の大移動によって
「留守家族」という問題も出て来た。若年労働者が長期的に都市部に滞在することによって、
労働者の妻、子供及び親達は農村部に残されてしまう。留守という問題は短期間的な問題では
なく、一定時期の中で長時間的に存在する社会問題である。 
では、「留守家族」とは何であろうか。簡単に言えば、若者が外に出稼ぎに行き、子供・配偶
者や高齢者達が地元に残される状況がある家族を「留守家族」と言う。もっと具体的に言えば、
家族の中で主な労働力は、「留守児童」にとっては「両親」、「留守高齢者」にとっては「子供」、
「留守婦女（妻）」にとっては「夫」である。しかし、労働力の主体となる人は地域外で出稼ぎ、
彼らは地元に「留守」という形で残された家族になる。こういう留守の家族或いは親族から構
成され、一年の中で長い時間が“不完全”な状態になっている家族が「留守家族」と言う。 
段成荣と周福林は『我国留守児童状況研究』の中で、“外に移動する人口がいる家族を、私達
は「留守家族」と呼んでいる”と書いている。 
地元に誰が残されるかによって、「留守家族」は、以下のように分類される。 
 留守児童 留守老人 留守婦女（妻） 
留守婦女（妻） 母子留守家族 二世代留守家族 婦女（妻）型留守家族 
留守老人 隔代留守家族 空巣留守家族  
留守児童 子供型留守家族 三世代留守家族 
表 1-4 類別留守人口や留守家族 
 
では、下記①から⑦まで説明しておく。 
① 母子留守家族。母親と子供で構成され、たまには父親と子供で構成される例もある。父
親或いは母親、片方が長年家にいないから、子供の教育・生活や心理等に大きな影響を
与える。 
② 隔代留守家族。祖父母或いは祖父母の片方と孫又は孫娘と一緒に暮らす家族である。子
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供の両親が二人とも出稼ぎ、子供が祖父母の所に預かられている。それと同時に、祖父
母は“代理両親”の役割を担当している。 
③ 子供型留守家族。両親二人とも出稼ぎ、祖父母もいない、子供だけ地元に残される。一
般的には、地元で暮らしている両親の親戚が預かって、面倒を見てくれている。 
④ 二世代留守家族。夫の両親或いは片方と一緒に暮らす家族。こういう状況は特別であり、
妻が妊娠した時或いは夫の両親又は片方が重病になること等によって、自立して生活出
来ない状況になる場合が問題である。 
⑤ 空巣留守家族。出稼ぎ者の両親二人或いは一人だけ構成された留守家族。高齢になった
両親達にとって良くない環境である。 
⑥ 婦女（妻）型留守家族。夫達は皆外に出て、それぞれの妻だけ地元に残される家族。こ
ういう状況もまれであり、女性同士の間でうまくいかないことが多い。 
⑦ 三世代留守家族。これは拡大家族であり、一般的には各方面においてストレスが小さい。 
以上のように、誰が残されるかによって、「留守家族」の種類が分かれる。（唐钧 2008） 
 
2-3「留守家族」の諸問題 
現段階では、「留守家族」の数に関する正確なデータはまだない。しかし、2010 年発表の『第
六回人口センサス』によると、“中国 32 個18省、自治区、直轄市の人口に対して、現住地と戸
籍所在地が不一致、それに戸籍所在地から半年以上地域外に出る流動人口は 261,386,075 人がい
る”と記載している。このデータから見ると、現在中国の「留守家族」は多くの割合で存在し
ていることが分かる。 
「留守家族」問題はこれまで、複雑な社会問題として議論されている。ミクロな面から見る
と、「留守家族」に所属する人々の性格に注目すると、彼らが所属する社会集団によって、社会
的欲求がそれぞれである。この欲求が満たされないと、色々な問題が出てきて、更に法律や道
徳で認められない行動が起こる可能性もある。マクロな面から見ると、「留守家族」中の人々の
性格が違う為、構成される「留守家族」の特徴も違う。 
1、「留守児童」の問題 
現段階で「留守児童」問題に関する研究は一番多い。まずは葉敬衷教授等が編集した『留守
児童を注目する』の中で、「留守児童」問題について九個の“研究結論”を発表した。主に、“家
族の不完備”、“出稼ぎ対象者は父親の方が多い”、“出稼ぎの両親と連絡する頻度が低い”、“隔
代子育ての問題”、“子供に心身の傷害をもたらす”、“子供の成績や交際に影響を与える”、“生
活の自立性を強める”や“学校、社区及び政府部門は「留守児童」問題に対する関心度が低い”
等の問題があげている。 
2、「留守高齢者」の問題 
「留守児童」の問題と比べて、現段階「留守高齢者」問題に関する研究はまだ多くない。そ
の研究の中で、一番有名なのは杜鹏教授及び研究グループの『農民視角からの新農村建設』で
ある。彼は、「留守高齢者」問題は主に四つの方面に分けている。“農作業負担の加重”、“農村
「留守高齢者」の孤独感を強化する”、“日常生活や病気になった時は面倒を見てくれる人がい
ない”や“社区（村委員会）は「留守高齢者」に対する関心及び支援が足りない”等の問題で
                                                   
18中国は 23箇省、5箇自治区、4箇直轄市や 2箇特別行政区から構成される。 
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ある。 
3、「留守婦女」（妻）の問題 
前掲の『農民視角からの新農村建設』によると、既存の先行研究の中から「留守婦女」の問
題は主に四つの問題があると記述している。主に“農作業の加重”、“子供の教育に対する欠如”、
“安全感に乏しい”や“自身の婚姻及び家庭の危機”等の問題である。 
4、「留守家族」の問題 
今まで、農村部の「留守」問題に対する研究はほとんど留守対象者別の研究であり、家族単
位で研究されている事例が少ない。故に、各留守対象者の問題を一つにまとめて見ることがで
きる。この考え方から出発し、各留守対象者の問題をまとめ、更に「留守家族」の問題を導き
出す。 
「留守家族」の定義の中で言った通り、「留守家族」は一年のほとんどにおいて、家族の誰か
がいない“不完全”な状態になっている。 
主に家庭の中で労働力の主役が一年中外出することで“不完全”になってしまう。これは「留
守家族」の根本的な特徴である。この特徴によって、家庭の中で家族成員の社会役割が変化し、
心が不安定になり、日常行為が法律や道徳に認められない方向に行きやすい。その結果は家族
全体がバランスを崩す可能性がある。 
その原因として、王莉は以下のように述べている： 
（一）、家族の中で労働力の主役が一年中外出し、元々の生活や農業生産の負担を負うべき人
がいなくなり、こうした負担は残された婦女或いは高齢者が負うことになる。婦女や高齢者の
精神或いは体が農村の加重労働に崩される可能性があるかもしれない。 
（二）、家の中で男性の役割がなくなることによって、長年家に残される婦女の生理や心理に
マイナスな影響を与える可能性がある。又、高齢者に対して面倒を見てくれる人が居なくなり、
精神的な援助等が足りないという状況になって、家族の穏やかな発展にマイナスな影響を与え
ることがある。 
（三）、労働力の主役が長年外出することによって、「留守婦女」や「留守児童」は常に“準
片親”或いは“準孤児”の状態になっており、子供の成長や教育にも一定的な影響を与える。
特に、思春期の子供が不登校児になり易く、更には非行に走る可能性もある。 
このようなことが原因で、「留守家族」はより不安になり易く、その結果は家族が崩壊する可
能性がある。（王莉 2006） 
現在では、都市部・農村部にも関わらず家庭の中での経済能力や将来性によって、家族の地
位が変化し、昔のように家庭の中で優位な地位を占める高齢者達が少なくなって来た。更に、
家の中で地位が一番低い、将来性がない重荷と思われることがある。特に、農村部の高齢者は
教育を受ける程度が低く、年を取るとともに経済力も低下していくことが原因で、経済社会の
中で、農村部の「留守高齢者」は一番地位が低い、弱い人間と思われる。 
以上のように、前に述べた各種類留守問題及び「留守家族」問題を総合的に分析した上で、
社会的地位において一番弱い人間である「留守高齢者」は若年労働者が家を出た後、家事及び
農作業の負担を背負わなければならない現状になることが分かる。 
更に、年を取るとともに体力や経済力も弱くなって来た高齢者達は孤独感を感じて、日常生
活や病気にかかった時は面倒を見てくれる人がいない等の問題を抱えている。中国農村部の「留
守高齢者」の養老問題は避けることが出来ない社会問題となっている。 
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2-4 まとめ 
中国では 2000年に 60 歳以上の割合は既に 10％に達し、高齢化社会に突入した。中国の高齢
化の特徴は、高齢者数が多いということ、それからスピードが速いという点である。そして、
もう一つの大きな特徴は、豊かになる前に高齢化してしまったという点である。又中国では、
農村部の高齢化問題は都市部より深刻化するという特徴もある。このような特徴によって、2050
年に中国は人口高齢者数のピーク時代を迎えると予測される。しかし、中国では唯の高齢化問
題ではなく、農村部「留守高齢者」数が著しいスピードで拡大している。又、出稼ぎの増加に
加え、農村部「留守高齢者」の養老問題はこれからより厳しくなる可能性がある。では、農村
部「留守高齢者」の生活現状や養老問題は具体的にどんな現状や問題があるのか。次章におい
て、研究者達の先行研究から検討していきたい。 
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第 2章 農村部「留守高齢者」に関する先行研究の検討 
1980年代前、中国において高齢者に関する研究は一切なかった。中国の高齢化は他の先進国
より始まった時期が遅いから、高齢者に関する研究も相対的に遅れて出て来た。実際に“高齢
化”という言葉が初めて認知されるようになったのは 1982年にウィーンで開かれた第一回高齢
問題世界大会19で提出されてからのことである。以後、国内の学術研究者達は高齢化問題に関
して興味を持ち始め、高齢化問題に関する研究が登場し始めた。その中で、多くの研究者達は
農村部「留守高齢者」の生活や老後の養老問題に関する研究も積極的に取り組んでいる。以下、
紹介していくこととしたい。 
 
第 1節 農村部「留守高齢者」の生活に関する研究 
農村部「留守高齢者」の生活に関する研究は主に高齢者の経済状況、日常生活や精神状況と
いう三つの方面に着目している。 
① 江秋鳳（2011年）の「中国農村における出稼ぎ農民留守家族の生活実態と意識変化」 
この論文の中で著者は山東省南趙楼郷の事例を中心に、出稼ぎ労働者によって農村部の家族
形態・夫婦関係及び子供への教育意識の変化からどんな問題が生起しているのかについて研究
した。 
この研究は山東省南趙楼郷での実際に生活している「留守家族」の実態を描いた。農村部で
留守家族の主な生業は農業であり、しかし、農業だけでは到底生活を維持できず、生きる為に
出稼ぎが不可欠である。しかし、都市部での生活費や他のことによって、農村の親や妻に送金
できる能力は限界がある。出稼ぎの送金によって家族の生活が大きく改善されたという楽観的
な見方ではなく、むしろ極めて不安定な経済状況を余儀なくされ、出稼ぎの送金によって辛う
じて生活を維持するというほうが実態に近いと主張する。 
又、労働力の多くが出稼ぎになることによって、農業生産において労働力不足が顕在化し、
高齢の親や妻等留守家族に過重な負担をかけていたことが分かった。 
出稼ぎ労働者の父母は、高齢である為多くの医療費が必要になる。中国の農村では医療保険
が極めて不十分で、いざという時、農民は莫大な医療費を自己負担しなければならない。簡単
に言うと、農村部「留守高齢者」の経済力はまだ弱い。単なる出稼ぎ者の送金によって生活す
るのはまだ難しい。万が一、病気にかかった時は自分の子供しか頼れないことがある。故に、
父母が重病にかかった時の医療費はほとんど出稼ぎ者で出さなければならない。 
しかし、経済面以外で生活を支える仕組みも存在している。農村部では、出稼ぎ者の流出に
伴い、共同労働や相互扶助等、必要に迫られた隣人関係が一層、強化されつつあると分かった。 
結論として、江秋鳳は出稼ぎ者が流出しつつも、農村で日常生活の中ではお互いの助け合い
や協力が活発になり、繋がりが強い農村生活が出来ている。 
 
② 「中国における農村“留守高齢者”の生活に関する調査報告」 
                                                   
19ウィーン高齢問題世界大会：1982年７月 26日から 8月 6日まで、ウィーンで 124個国の体表団が出席し、世界
各国高齢化の現状、原因及び社会経済に対する影響を討論した。高齢化問題は先進国だけの問題ではなく、発展途上国
の問題でもあるという結論を出て来た。 
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この論文は湖北省西北部山の奥に位置する竹渓県の事例を中心に、そこで暮らしている「留
守高齢者」の生活状況を調査したものである。 
竹渓県は貧困県支援対象内の第一位である。県全体の経済発展が良くない為、数多い若年労
働者が出稼ぎした。県内で 60 歳以上の高齢者は 4.9万人がいて、その中 1.88 万人の「留守高齢
者」がいる。 
報告書は実際にそこで生活している「留守高齢者」の生活状況を調査したものである。経済
能力において、一ヶ月の収入は 100元しかないぐらい貧乏である。病気にかかった時は、軽い
病気ならそのまま放置して、重病だったら自分で安い薬を買うことになる。病院に行くほど重
病ではないなら、自分で治すつもりである。もう一つは、若者の長期間出稼ぎによって、家に
残された高齢者達は孤独やそれに伴うストレス等によって、病気や精神問題等が起こり易いと
分かった。 
 
③ 高娜（2011 年）の「中国の農村部留守高齢者問題研究の総合記述」 
この論文は主に出稼ぎ者の経済収入は「留守高齢者」の生活水準と直接関連していることを
述べた。しかし、経済収入が出稼ぎ者の仕送りによって支えられているので、「留守高齢者」の
経済状況の改善は家族規範と関連することに加え、仕送りが不定期であることにも関連すると
記述した。 
又、農村部「留守高齢者」の医療条件が政策によって、大きな改善を得たが、水準がまだ低
い。半分以上の「留守高齢者」の医療費用は自分の子どもで負担する形になった上に、病気に
かかった時は若年者の出稼ぎによって、親の面倒を見ることが出来なくなったことがある。 
一方、若年者の出稼ぎによって、家に残された高齢者達が精神的な負担や経済、生活面倒等
ストレスが溜まって、精神的な問題（孤独感が強い、心理的なストレス、いつも危険な状態に
なる）になり易いと論じた。 
戸籍制度の制定、物理的な空間距離及び家族規範の衰退等によって、農村部「留守高齢者」
精神面の問題が存在している。電子技術の発展に伴い、電話一本だけで遠方の家族と繋がるこ
とが出来て、深い心の交流や感情の伝達がなければ、家族間の感情の維持が難しくなる可能性
があると記述した。 
 
＜小括＞ 
農村部「留守高齢者」の生活現状に関する先行研究を検討した結果、農村部での「留守家族」
の主な生業は農業であることが分かった。高齢者の子ども世代は農業だけによる収入では生活
が出来ない為、出稼ぎを選んだ人が多い。又、労働力の主役が出稼ぎになったことによって、
家に残された家族には過重な精神的、生活面での負担を掛けることがあり、他方の出稼ぎ者に
は経済負担をかけている。「留守高齢者」は元々経済状況が良くない上、病院に行って診察や治
療にかかる医療費も高いことに加え、重病にかかった時は高い医療費を負担できない。故に、
「留守高齢者」達は自分の子供に頼るかそのまま放置することしかできないのである。 
若者の長期間出稼ぎによって、家に残された高齢者達は情緒的連帯感が足りなくなって来て、
病気や精神問題等が起こり易いことがある。 
「留守家族」全体に対して、長期間の家族と離れることによって、家族間の感情交流が薄く
なって来て、家族間の感情が維持し難い可能性がある。一方、出稼ぎ者の長時間出稼ぎによっ
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て、農村に残された高齢者達は日常の農作業や困った時にお互いに助けること等で農村隣人関
係がより一層強くなって、繋がりが強い農村生活を送ることがある。 
要するに、既存の研究からは、農村部「留守高齢者」の経済基盤が弱くて、生活だけでなく
看病することも難しい。出稼ぎ者の出稼ぎによって、「留守高齢者」の生活、労働及び精神負担
が重くなることがある。しかし、留守生活の共同労働や相互扶助によって、「留守高齢者」達が
生活しやすい、繋がりが強い農村生活を送ることができていることが明らかになった。 
 
第 2節 農村部「留守高齢者」の養老問題に関する研究 
では、次に農村部「留守高齢者」の養老問題についてきていくことにしよう。 
① 袁金霞（2009年）の「中国農村留守高齢者養老問題に対する思考」 
この論文では著者袁金霞は高速的な人口高齢化発展の中で農村部「留守高齢者」の養老保障
問題について論及した。それから、農村経済と社会の持続可能な発展を実現することが目的と
して、中国農村部「留守高齢者」の養老問題を取り上げた。 
著者から見ると、今農村部「留守高齢者」の養老問題は主に労働・経済の負担；健康状況の
不況；孤独感の強さ；隔代教育の負担に分類できる。 
（一）労働・経済の負担が重い。都市化や工業化の発展に伴い、農村部の大量的な若年労働
者が都市部に流入し、農村部の高齢化が日々深刻になって来る。出稼ぎの収入は耕作より多い
ものの、農村部の「留守高齢者」に対する経済支援にはまだ限りがある。大部分の高齢者達は
まだ自分の労働で生計を維持している。特に、男性の高齢者達は重度の農作業と家事両方をや
らなければいけない状態になっている。幸せな老後生活を送るべきである高齢者達は結果とし
て、つらい留守生活を過ごしている。 
（二）「留守高齢者」の健康状況が悪くなる。年を取るとともに、高齢者の身体機能が衰退し
ていき、健康状況も明らかに悪くなった。病気にかかる確率も相対的に上がって来ることがあ
る。医療合作という新型農村合作医療に加入した「留守高齢者」の人数が多いにしても、補助
した後の最低費用を負担することができる人も少ない。農村部の「留守高齢者」達にとって、
医療費用が高くて検査手続きも煩雑である。故に、軽い病気になった時は自分で安い薬を買っ
て、病気の状況を隠すことが多い。重病になった時家の経済状況が良くない人は放置して、少
しお金を出る人は小さい病院に行って、基本的な治療を受ける。病院に行くほど重病ではない
限り、病院に行かない状況になっている。 
（三）幸福感が足りない、孤独感を強く感じる。中国老齢科学研究センターの調査によると、
今中国では一人暮らしの高齢者が約 1,004 万人いる。その中で経済状況が富裕ではない人が
52.4％を占め、面倒を見る必要があるものの見てくれない人が 18.4％いる。良く孤独感を感じ
る人は 53.6％、不幸感を感じる人は 21％、自殺したいと思う人は 7.5％がいる。農村では、若
者夫婦二人とも出稼ぎする場合は農村部の高齢化や「留守高齢者」の養老問題を更に深刻化さ
せる。それに、農村の楽しみが少ないから、隣人との会話・テレビを見る・トランプ等は「留
守高齢者」の主な楽しみになった。「留守高齢者」達は感情の交流、子どもとのコミュニケーシ
ョンを取る等家族間の愛情が必要である。 
（四）隔代教育の負担が重い。農村部の若年労働者は外に出稼ぎに行き、自分の子供を親達
の所に預けることによって、子どもの生活の世話や教育責任は全部お爺さんやお婆さんのもの
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になる。孫達の生活の世話によって、高齢者達の生活にストレスが掛かった。更に、農村部の
高齢者達は元々学歴が高くなく、自分が分かる知識に限界があり、孫達の成績に役に立つこと
が出来ない為、心理的な負担になり易い。又、隔代教育の為孫達はお爺さん達の言う事を聞か
ない、わざわざ抵抗する行為を行うことが多い。故に、隔代教育の辛さが「留守高齢者」達に
強い負担を掛けた。 
 
② 李曇・張贝贝等（2013年）の「中国農村部における“留守高齢者”の養老問題について
の分析」 
この論文の中で現在の農村部「留守高齢者」の経済状況、日常生活及び精神状況など現状に
おいて「留守高齢者」の養老問題について分析した。 
（一）経済状況 
養老現状の中で、中国の社会養老保障制度、特に農村部の社会養老保障制度は不完全で、農
村部の養老は主に家庭養老であるから、「留守高齢者」の養老に大きな程度の不安定性をもたら
したことを述べた。 
又、都市部の高齢者と比べて、農村部の高齢者達は退職賃金（退休工资）がない、最低生活
保障金もない（少数者にはある）。農民収入の有限性によって養老保険金を納付する人も少ない。
それ以外の原因で年を取った後、農村部の「留守高齢者」は経済面において自分の子どもを依
頼するしかできない状況になった。 
（二）日常生活 
出稼ぎによって生まれた物理的な距離があるから親の面倒を見る時間が少なくなってきた。
それだけでなく、子供の出稼ぎによって放棄された農地は「留守高齢者」の負担になった。若
し、孫達も高齢者の所に預かったら、農作業と孫の面倒という二重の負担がある。 
（三）精神状況 
農村部の経済発展が良くない為、高齢者達の楽しみも少なくなった。それに、毎月出稼ぎ中
の子供からの感情交流や精神的補助が少ない。農村の高齢者活動センターのような施設の建設
が足りなくて、高齢者全体の生活に影響を与えて、鬱症や孤独感を感じ易い。ひどい場合は孤
独で貧しさや劣等感を感じて、落ち込む場合が出てきて、“留守総合症”という病気になり易い。 
 
＜小括＞ 
農村部「留守高齢者」の養老問題に関する先行研究を検討した結果、現在農村部「留守高齢
者」の養老問題は主に労働・経済の負担、健康状況の不況、各種の精神問題及び隔代教育の負
担等である。農村部では主な生業は農業であり、又農村部の社会養老保障制度の不備に加え、
農民達の経済基盤が弱くなり易い。それで、出稼ぎ者の出稼ぎによって親達の面倒を見られな
いだけでなく、大量の農作業も残される。夫婦二人とも出稼ぎに行って、孫達を高齢者の所に
預ける場合があったら、「留守高齢者」の労働負担が更に重くなることが分かった。 
 
第 3節 政府の社会支援に関する研究 
最後に、政府の農村部「留守高齢者」への支援に関する研究を検討していこう。 
①. 贺聪志・葉敬衷（2009 年）の「農村留守高齢者研究総述」 
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この論文は例年国内の学者が若年労働者の遷移によって生まれた「留守高齢者」問題の研究
に対して纏めた。又、纏めた内容に対して一定的な評価を行った。 
国内研究の進展では、現段階「留守高齢者」問題を解決する為に、学者達は提出した対策及
びアドバイスについて纏めた。 
 制度の改革と改善、戸籍制度により二元体制を変えるべき。養老保険制度及び新型合作
医療保険制度等社会保障制度を改善する 
 法律体系を整備し、「留守高齢者」の各権益を保障する 
 農村部の娯楽活動（特に高齢者協会を成立する）を推進し、「留守高齢者」の精神生活
を豊富多彩にする 
 農村部の経済を発展させ、農村部と都市部の格差を縮小 
 
②. 银平均・王麗（2012 年）の「未発達地区農村留守高齢者社会支援機制構造の思考」 
この論文は、1970年代末 1980年代初以来の大規模農村若年労働者の移動を分析した上で、「留
守高齢者」問題を解決する為に政府・社区・非政府組織・家庭及び個人等多角度から全方位で
社会支持機制を構造すべきと主張した。 
「留守高齢者」の社会支持情況に関するインタビュー調査では、「留守高齢者」の経済収入は
一般的に自分の農作業、次は家族、村・敬老院20及び国家からの支援が少ないことを明らかに
した。 
医療費の支払い状況では、「留守高齢者」の医療保険費は主に自分で出し、新型農村合作医療
制度から出る人が少ない。村の中で、農村合作医療制度を実施したが、重病で入院した後補助
金が出る。しかし、補助金の比率が低いだけでなく、補助手続きも複雑である。故に、高齢者
達が病気にかかった時は一般的に自分で払う、命にかかわる病気だけ合作医療制度を使うとい
うことを発見した。 
 
③. 李春艳・贺聪志（2010 年）の「農村留守高齢者の政府支援に関する研究」 
この論文は政府が社会支援の主体として「留守高齢者」に対する支持状況を全面的に把握す
る為に、五つ（安徽・河南・湖南・江西・四川）の労働輸出大省の 400名農村「留守高齢者」
にインタビュー調査を行った。調査を通して、農村部「留守高齢者」が政府から受ける支援が
少ない、政府の役割が欠如状態になっている。社会の支援策を調整して家庭機能の喪失部分を
補充していないことに論及した。 
政府が提供した社会支持の中で「留守高齢者」に経済補助の主なものは社会養老保障制度の
実施である。研究調査を通して、養老保障制度の中で、新型農村合作医療制度以外の各保障政
策は農村部高齢者の利用率が低い、保障水準も低いと分かった。現段階で「留守高齢者」向け
の経済保障政策はまで出ていない。国家が農村高齢者に対する補助基準内の「留守高齢者」だ
け政府からの経済補助をもらえる。 
 
＜小括＞ 
政府の社会支持に関する先行研究を検討した結果、現段階で農村部「留守高齢者」が政府か
                                                   
20敬老院：公営高齢者ホームは高齢者養老サービスの社会福利性の事業組織であり、養老院とも言う。 
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らもらう支援が少なく、政府の支援役割が欠如状態になっていることが分かった。それに加え
て、政府が実施した養老保障制度の中で制度の利用率が低く、「留守高齢者」の本当の要求を満
たすことが出来ないことも分かった。これらによって、「留守高齢者」問題を解決するには国家
法律の改善及び高齢者保障制度の調整等の提案が出されている。 
 
第 4節 まとめ 
農村部「留守高齢者」の生活実態及び養老問題に関する先行研究から、以下の点が明らかに
なった。 
第一は、農村部の「留守高齢者」が経済面において主に自分の子供に依頼し、ほとんど収入
がない状態に置かれているということである。収入がないことのみならず農村部の社会養老保
障制度も不完全で、現段階の「留守高齢者」の養老問題を解決するのはまだ難しい状態にある
のである。医療保険制度があるものの、不完全で、完全に農民の医療負担を軽減するのは難し
い。故に、農村部「留守高齢者」の養老問題をどう解決すべきかが中国政府の大きな課題にな
る。 
第二は、出稼ぎによって、空間的な距離や心理的な距離感が生まれ、子どもが親の面倒を見
る時間が少なくなったことから、留守高齢者の精神的支援がなくなり、孫達の生活や教育面倒
も彼達の負担になっていることである。他方で、農作業での協力、困った時の助け合い等によ
って、隣人関係が強化されるようになったが、隣人との関係がどんなに強化されても、家族間
の感情交流が足りない限り、精神的慰藉が依然として足りない状態に置かれている。 
第三は、政府の社会支持に関する研究から見ると、社会養老保障制度は農村部で運用される
程度がまだ完全になっていないと分かる。国家からの支援策の中で高齢者養老問題を解決する
にはまだ問題がある。それは、「留守高齢者」は特定の支援対象としてなっていない事実があり、
普通の高齢者よりもっと厳しい状況に置かれていることが分かった。 
以上から、政府の社会養老保障制度の実施は「留守高齢者」養老問題に対して、より一層重
要な役割があることを分かった。先行研究で明らかになったように、農村部「留守高齢者」の
経済状況・日常生活や精神状況等はまだ厳しい現状にあるにもかかわらず、社会養老保障制度
の運用程度が低く、「留守高齢者」が特定の支援対象となっていないことが分かった。 
故に、辛い現状に対して「留守高齢者」が特定の支援対象となっていなくても、普通の高齢
者と同じようにサービスや権利を保障できるかどうか、又はそういう高齢者向けの社会養老保
障制度が「留守高齢者」の要求を満たすことができるかどうかを明らかにする必要がある。で
は、高齢者向け国家的な支援策は一体どんな政策があるのか、又農村部の「留守高齢者」にと
って、どんな意義があるのか及び足りない所を検討して行きたい。 
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第 3章 農村部高齢者が対象になる国家的支援策 
中国政府は、生活状況や養老問題の両方が厳しい状態になっている農村部「留守高齢者」に
対して、全国の国内情勢を分析した上で、農村最低生活保障制度・社会養老保険制度・“五保”
供養制度・新型農村合作医療制度及び 80歳以上高齢者補助制度等抽象的な政策支持、又は高齢
者ホーム等具体的な施設の整備などの支援策を推進している。しかし、このような農村部の高
齢者情況によって立案された支援策は「留守高齢者」にとって、本当に役に立つのか、又どの
ぐらい役に立っているのかを、国の支援策を分析しながら検討して行きたい。 
 
第 1節 農村最低生活保障制度 
1-1 制度の背景 
中国は発展中の農業大国であり、農村人口は全国総人口の 46.27％を占め、約 6.2 億の人口が
ある。三農問題21は中国全局の戦略問題と関連し、社会現代化の進展と持続可能な社会発展に
影響を与える。1978 年改革開放22以後、中国社会経済の発展が巨大な成果を収めた。それにし
ても、経済発展水準は相対的に立ち遅れ、貧困人口が多い地域もある。例えば、中国の中西部
地域、革命老区23や少数民族地域等地域である。昔の「養老は家族、就業は土地」という歴史
がある為、農民達は病気で倒れ、金がなくて生活できないことがあった。中国政府はそのよう
な問題を解決する為に、農村最低生活保障制度を作り出した。 
1993年 6月 1日、上海の住民向け最低生活保障制度が実施されたことによって、最低生活保
障制度が正式に誕生することを証明した。1994年、陽泉（地名）は農村社会保障実験地として
山西省民政庁によって実施された。1996 年、『農村社会保障体系建設指導方案』が民政部によ
って提出され、全国範囲で開始した。1999 年、全国範囲で町住民の最低生活保障制度が全面的
に確立した。 
2004 年、中央一号書類によって、“条件がある地域は農民の最低生活保障制度を実施するよ
うに全力を尽くす”と強調した。2006年第十六回六中全会で“段階で農村最低生活保障制度を
確立する”と提唱した。2007年 3月、第十回人民代表大会第五回会議で、国務院総理温家宝は
政府工作報告書の中で、社会保障体系の建設を強化し、町の社会救助体系を完全に作り上げ、
2007年に全国範囲で農村最低生活保障制度を確立する計画を提出した。2007 年 7月 11 日、国
務院は『全国範囲で農村最低生活保障制度の確立に関する通知』を発表し（国発〔2007〕19号）、
農村最低生活保障制度の確立する目標を強調した。農村最低生活保障制度の確立を通して、全
て条件を満たす農村貧困人口は保障範囲に組み入れて、安定・持久・効果的に全国農村貧困人
口問題を解決することである。国発〔2007〕19号政府書類の提出は、全国の範囲で農村最低生
活保障制度が確立したことを証明した。2014 年 2 月 21 日、『社会救助暫行法』が提出された。
                                                   
21三農問題：農業、農村、農民問題である。 
22改革開放：1978年中国共産党十一回三中全会で「対内改革、対外開放」という戦略決策を打ち出した。中華人民
共和国成立以来、始めて対外開放の基本国策である。 
23革命老区：中国革命の古い根拠地の略称。土地革命戦争時と抗日戦争時に、中国共産党と毛沢東革命家など革命
家の指導の下に創建した革命的根拠地である。 
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これは中国の第一部総合社会救助の行政法規であり、社会救助制度はより規範化・制度化にな
ることを意味する。 
 
1-2 制度の内容 
中国の農村最低生活保障制度は簡単に言えば、農民の最低限の生活水準を保障する為に、作
り出した制度である。保障対象者は家庭人口の年平均収入が当地の最低生活保障基準より低い
農村住民である。主に、病気による障害、年齢による体力低下、年齢や他の原因による労働力
喪失及び生存条件が厳しい等の原因による長年生活困難の農村住民である。 
最低生活保障制度の基準根拠は県レベル以上の地方人民政府が当地農民の年間基本生活を維
持できる金額によって設定される。それに、設定した後、又上の地方人民政府に報告し、記録
をきちんと保存した後、執行する。農村最低生活保障制度の基準は当地の生活必要品の価格変
動や生活水準によって調整する。又、農村最低生活保障資金の収集は地方で行い、地方各級人
民政府は最低生活保障金を財政予算に計上し、省レベル人民政府は最低生活保障金の投入を増
加すべきだとされている。地方各級民政部門が保障人数によって必要な資金を提出し、同じレ
ベルの財政部門が検討した後予算に入る。中央財政は貧困地域に対して適切な補助を出す。 
＜申請条件＞ 
1、農村最低生活保障制度の条件を満たす人 
2、労働力があり、しかし正当な理由がなくて労働を拒否することによる無収入や生活しに
くい人は農村最低生活保障制度の範囲外 
保障金は、原則として申請者の家庭年平均収入と保障基準の差額によって申請者に給付する。
又、申請者の家庭年平均収入に基づいて、生活の難しさや種類によって、事前に設定された金
額を給付する。 
 
1-3 制度の問題点 
具体的な運用程度から見ると、最低生活保障制度は次のような問題点が存在している。例え
ば、関係保・人情保・維穏保・留守高齢者保・給料手当保等の現象がある。この状況は社会福
祉資源の無駄になり、制度を実施する目的から外れ、福祉効率を低下させる。それと同時に、
こういう現象の発生は新たな不平等問題を導き、社会矛盾を誘発し、国家の制度に対する信頼
危機が発生する可能性がある。 
1、関係保 
関係保は村幹部、郷鎮、県政府官員等と親戚関係或いは他の関係がある人は最低生活保障の
範囲に組み入れること。関係保の一番鮮明な特徴は、待遇を享受する人は上述した人と直接な
親戚関係を持つ。関係保は中国で普遍的な現象と思われている。 
2、人情保 
人情保と関係保は似ている所があり、ある程度で重なっている部分もある。しかし、人情保
は関係保より隠蔽性がある。簡単に言えば、人情保の申請が一般の申請より簡単であり、且つ
裏で行い、人に発見されにくいことである。言い換えれば、人情保は関係保のコピー版である。 
3、維穏保 
維穏保は近代において生まれた産物であり、ある特殊な社会現象である。維穏保は基層地方
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政府が管轄する地域で陳情頻繁な人或いは自分を超えて上レベルの機関で陳情する人を管理す
る為に使う手段である。管轄地域の安定を保障することが目的である。 
4、留守高齢者保 
留守高齢者保とは、農村部の「留守高齢者」が最低生活保障の範囲に組み入れられた、新た
な現象である。組み入れた「留守高齢者」の子どもが大体、出稼ぎに行った。子どもが側にい
なく、面倒を見てくれる人がいない「留守高齢者」達にとって、それがいいことである。しか
し、二人以上の子供を持ち、且つ子どもの生活条件が比較的に余裕である「留守高齢者」もい
る。その場合は、子どもがいない或いは扶養者があっても生活しにくい「留守高齢者」は享受
できない。それは、社会の福祉資源が無駄になると言えるだろう。 
5、給料手当保 
給料手当とは最低生活保障の救済基準が給料手当として、農村の“村両委”24に交付する。
その現象がある原因は、今の農村“村両委”幹部が新農村の建設と各種類公益事業に取り組ん
でいる中で、国家からもらう給料が少ない為、村幹部の給料を補助する為に農村“村両委”の
幹部が保障範囲に組み入れたからである。 
 
1-4「留守高齢者」に対する制度の問題点 
農村部最低生活保障制度の対象者は家庭人口の年平均収入が当地の最低生活保障基準より低
い農村住民である。 
周知のように、耕作によって少しの収入しか得ないことが分かった。その為、農村部の「留
守高齢者」達は経済面において自分の子どもに依頼することがある。子どもからの送金を除く
と、農村部「留守高齢者」の月収はほとんど差がない。しかし、子どもからの送金を含めると、
家庭ごとの経済状況は大いに異なる。理由というと、出稼ぎをする子どもによって、家に送金
する能力や意欲に差があるからである。 
国家にとって、農村部の「留守高齢者」達は外に出稼ぎの子どもがいるから、家計がどんな
に苦しくても最低生活保障制度の対象者になれない。国は子どもが出稼ぎ出ているかどうかに
関わらず、出稼ぎの子どもがいる家庭には資金援助をしないのである。つまり、法律において
扶養義務がある人がまだいる限り、「留守高齢者」は自分の子供を頼るべきだと思われている。 
確かに、農村部の若者は家計を改善する為に、給料が高い都市部で働く。しかし、全ての出
稼ぎに出る子どもは家に送金する能力があるわけではなく、全ての子どもは両親の事を思って
家に送金する意欲があるとは限らない。 
故に、家計が苦しく、子供の送金がない「留守高齢者」は、子供からの支援がないと同時に
国家の支援政策も享受できなくなっている。そのような特例は国家にとって、対策の対象とは
ならないのである。 
その場合、農村部の最低生活保障制度は子どもがいる貧しい「留守高齢者」にとってまった
く役に立たないのである。 
 
                                                   
24村両委：行政村では設置される村党支部委員会と村民委員会、略称“村両委”である。 
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第 2節 農村社会養老保険制度 
2-1 制度の背景 
1992 年に中国民政部は農村社会養老保険方案（略称“老農保”）を実施した。しかし、日々
増加する農村部の社会養老保険の需要には追いつかなかった。 
1980年までの農民養老保険がまだなかった頃は、生活の苦しい農民達は社会保障を受けるこ
とが出来なかった。 
1986年、国家は“七五計画”の中で農村社会養老保険を打ち立てることを提案した。当時改
革開放の影響を受けて、農民達が皆都市部に出稼ぎ、収入を増加した。農村社会養老保険は最
初沿岸地域（江浙）の農村で実験し、農村社会養老保険基金を成立した。1991 年、農村社会養
老保険の実験地として、山東の五箇省を選んだ。1995 年から 1997 年まで、全国範囲で 2900 箇
所の中で 2123箇所が農村社会養老保険制度を導入し、加入率は 9.74％となった。 
2002年、中共十六大会議で“経済条件がある地域は農村養老・医療保険や最低生活保障制度
を探索する”という提案を出した。2009年 9 月、国務院が『新たな農村社会養老保険実験地の
展開に関する指導意見』を発表し、個人料金納付、集団補助、政府手当の三つを連携する新農
保制度の確立を検討した。中国農民は 60歳以上であれば、国家から養老補助金を享受できると
意味する。社会計画と個人口座の連携を実行し、家庭養老・土地保障・社会救済等他の社会保
障政策措置と相まって、農村住民の基本生活を保障することが出来た。2009 年、保険の実験地
は全国 10％の県を含んだ。激しい農村社会変化に対して、大部分の農村高齢者は依然として貧
困や養老欠如状態に置かれている。中国の農村社会養老保険は大体“老農保”（1991－2002 年）、
“新農保”の地方実験（2003－2008 年）や、現在の“新農保”全国実験（2009 年以来）と合わ
せて、三つの段階を経過した。 
 
2-2 制度の内容 
農村社会養老保険は農村労働者の老後の基本生活を保障する為に、政府の主要部門によって
指導や管理をされている。農村の経済組織・集団事業単位や各業界労働者は養老保険費の納付
義務を共同に負担し、労働者が 60歳を過ぎた後、養老保険費の納付状況によって基本養老保険
待遇を享受できる農村社会保障制度である。 
＜基本原則＞ 
1、農村生産力の発展と各方面の対応能力が相互適応することを保障する 
2、養老保険と家庭養老、土地保障及び社会救助等の形式で相互連携する 
3、権利と義務が相互対等する 
4、効率を優先し、且つ公平を兼ね備える 
5、個人年金を中心に、集団（地方企業・事業単位）の調整が補佐する、国家が政策で補助 
6、政府組織と農民が自発的に相互連携 
 
＜保険対象＞ 
1、都市以外の戸籍、国家から商品食糧を供給されていない農村の住民、一般的に村が単位
として認識されている 
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2、地方の会社員、個人経営の教師、地方の役所で勤務した幹部・職員等、地方の企業或い
は政府単位で働き、且つ養老保険に参加する 
3、保険の納付年齢は一般的に 20歳から 60歳まで 
4、養老保険金を受け取る年齢は一般的に 60 歳から 
 
＜納付方式＞ 
大多数の農民収入が各人違っている為、農村社会養老保険の納付方式は非常に柔軟であり、
大体以下の三つに分けられている： 
1、定期納付。収入が相対的に固定的な人或いは比較的に富裕な地域で実施されている。例
えば、地方企業は月一回又は三ヶ月に一回で納付する、富裕な地域の農民は半年に一回又は年
に一回で納付する。納付する金額は収入の一定的な割合で納付する、或いは一定の金額で納付
する。 
2、不定期納付。多数の地域が収入不安定によって採用する方式。豊作の年が多い、凶作の
年が少ない、災害の年は遅延納付が認められている。家庭収入が多い時に納付する、少ない時
には納付しない。 
3、一括で納付。大体は年齢の高い農民であり、個人の老後の保障水準によって養老保険費
を一括で納付する、60 歳以降規定に従って養老金を受け取る。 
 
2-3 新老農保について 
中国の農村社会養老保険は、先述の通り、“老農保”（1981－2008 年）と現在の“新農保”（2009
年以来）の二段階を経験した。“老農保”の保険金はほとんど農民自身で納付する。その実際は
自己貯蓄のモデルである。“新農保”の最大特徴は個人納付と集団補助や政府手当の三つで相互
に連携するモデルである。 
①“老農保について” 
1992 年 1 月、民政部は正式に『県級農村社会養老保険基本方案（施行）』を提出し、より明
確に農村社会養老保険を確立する基本原則とした。農民の個人年金を中心に、社会救済は補助
的なものとして、社会養老保険と家庭養老保障を連携させることを強調した。1992 年の年末、
全国では 950 個の県と市を実験地域として農村社会養老保険を実施した。その中で 160 個の県
と市で農村社会養老保険制度を確立した。2009年 9 月に提出された『新たな農村社会養老保険
実験地の展開に関する指導意見』（略称“新農保”）の以前に、実行された農村社会養老保険制
度は全て、1992年に民政部が提出した『県級農村社会養老保険基本方案（施行）』（略称“老農
保”）を根拠とされている。 
農村社会養老保険制度が 1990 年代で実施以来、一定的な効果を治めた。しかし、人々の希望
とはまだずいぶん掛け離れていて、いくつかの経済発展の地域は地方財政や集団企業の支持を
得て、まだ運営していた。大体の地域は“老農保”は既に止まった。農村高齢者の生活を保障
する等全く出来なかった。主な原因は“老農保”モデルは政府の手当が不足し、主に農民個人
で納付する。養老金待遇や、農民が保険に参加する意欲の低さにより、制度の運用がなかなか
進まない。 
②“新農保について” 
 24 
 
1992年に提出された“老農保”に対して、2009 年 9月に提出された“新農保”はより農民の
利益を考えている。“新農保”制度は農村住民の老後基本生活保障における大きな優越性がある。
原因は政策の制定中で、個人納付と集団補助や政府手当の三つの相互連携を強調し、口座にお
ける社会的補助と個人口座の相互連携を実行し、家庭養老、土地保障、社会救助等他の社会保
障政策措置とに補足した。 
＜補助内容＞ 
農村戸籍を持ち且つ 60歳になる農村高齢者は、毎月国家から基礎養老補助金を受給できる。 
養老補助金の基準： 
1、60から 70までの高齢者は毎月 50 から 90元までの補助金が受給できる 
2、70から 80までの高齢者は毎月 60 から 100元までの補助金が受給できる 
3、80歳以上の高齢者補助金は毎月 100元以上もらえる 
（具体的な補助養老金は当地の実際状況によって違う） 
 
＜受給方式＞ 
60 歳以上の高齢者本人或いは本人か保護者に依頼して、必要な証明書類を持参し、当地の
行政機関の窓口に行って、補助金を受給する。一般的には、月一回或いは年一回。 
 
2-4「留守高齢者」に対する制度の問題点 
“老農保”の保険金はほとんど農民自分で納付する、自己貯蓄のモデルである。“新農保”の
最大特徴は個人納付、集団補助や政府手当の三つの相互連携のモデルである。しかし、“老農保”
であろうが“新農保”であろうが、「留守高齢者」にとって補助金を受給する条件は 60歳前に
個人で一定的な保険料を納付しなければいけない。問題は、いくら保険料が安くても最低保険
料金を支払えない「留守高齢者」も存在していることである。 
そういう「留守高齢者」は生活費の不足だけでなく、保険料金を支払う能力がない為社会養
老保険制度も享受出来なくなった。そうした意味から言うと、養老保険制度の利用者はお金を
持つ「留守高齢者」又は子供が側にいて一定の援助をしてくれる高齢者だけが利用できる制度
である。ある意味では、貧困地域の「留守高齢者」は利用困難である。 
 
第 3節 五保供養制度 
3-1 制度の背景 
1956年に農村五保供養制度は誕生した。その後、1994年国家は政府の法律として制定した。
2006 年、新たな修正された『農村五保供養工作条例』が発表され、「五保供養制度」は正式に
国家救助体系の中に組み入れられた。財源とその中における国家の役割によって、「五保供養制
度」の歴史は二つの大きい段階に分けられている：（集団供養の互助共済段階と、財政供養の国
家公共救助段階）。 
 
一、「集団供養」の互助共済段階（1956～2006） 
2006年の『農村五保供養工作条例』が発表される前、「五保供養」は“農村の集団福祉事業”
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と思われ、国家及び地方政府部門が行政や法規の形式を優先させて、農村集団の「五保供養」
の責任を履行させた。しかし、国家や地方政府自身が五保供養の財政補助義務を実施しなかっ
た。 
 
1、人民公社段階（1956～1978年） 
主に集団公益金によって運営し、生産隊や生産大隊によって管理し、実施する。五保供養制
度は農業合作化25時期（1949－1956 年）に生まれ、集団経済の影響を受けた。農村の貧困農民
の生活問題を解決する為に、中央政府は農村「五保供養政策」を打ち出した。1956 年に発表し
た『1956 年から 1967 年全国の農業発展要綱』と『高級農業生産合作社示範章程』は五保供養
政策形成の法律基盤である。 
この時期の五保供養工作は農村高度集約化の産物であり、五保供養の金や物資は主に集団分
配或いは公益金の補助から受け取る。一つの救助制度として、国家財政から補助がない場合は、
五保供養は公社内部の余り物や貯金を基礎として経済互助を行った。 
 
2、「家庭生産請負制」段階（1978～2002年） 
経費は主に村と郷の統括によって出す。1978 年に党の十一回三中全会を開催した後、農村の
中で家庭請負を中心に多様な生産責任制の改革を始めた。1984年人民公社体制や集団経済の崩
壊によって、「五保供養制度」の物資的基盤が動揺し、大きな危機に直面した。1978 年、五保
工作立法の時、五保戸の条件26は少し修正された。しかし、供養経費は主に五保戸の農作収入
が中心であった。 
 
3、農村税の改革段階（2002～2006年） 
この時期、国の救済は「五保供養制度」の補助方式とする。2002 年に全国範囲で展開された
農村税費改革は、過去の“村と郷の統括”制度及び政府からの基金を取り消した。しかし、1994
年に制定された『農村五保供養工作条例』は直ちに調整されなかった為、以前の条項はまだ適
用できた。税の改革以後、五保供養制の財源先を確保する為に、2004 年 8月に民政部と財政部
と国家発展・改革委員会が『より良い農村五保供養工作に関する通知』を発表した。 
 
二、財政供養の国家公共救済段階（2006年から今まで） 
2006年 1 月、国務院は新しい『農村五保供養工作条例』を修正し、確立した。それは、2006
年 3月から実施し開始された。新しい条例は農民集団内部の経済互助体制から国家財政供養が
中心とする現代社会保障制度に転換された。中国史上の第 1 部農村社会保障工作を規範とする
行政法規である。 
新条例は五保供養の“集団福祉事業”の性質は強調されず、財政の補助義務が強調された。
五保対象者は国家保障の制度体系に組み入れられた。彼らの身分はもう農民ではなく、国家の
社会保障体系に守られた一つの特殊集団である。 
                                                   
25農業合作化：中国共産党指導の下、各種の互助合作の形式を通して、生産資料私有制を基礎とする個人農業経済
を生産資料公有制を基礎とする農業協力経済に変更する過程である。 
26五保戸の条件：扶養者のいない、労働能力がない、経済収入がない高齢者・障害者や 16歳未満の未成年者である。 
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3-2 制度の内容 
農村五保供養は『農村五保供養工作条例』によって、農村住民の中で扶養者のいない、労働
能力がない、経済収入がない高齢者と障害者や、16 歳未満の村民に対して衣・食・住・医・葬
の五つの方面又は未成年者に義務教育等の方面で生活や物資の援助を提供する制度である。 
（注：『農村五保供養工作条例』第二条） 
職責分担 
1、国務院民政部門は全国の農村の五保供養工作を管理する 
2、県レベル以上の地方各級人民政府民政部門は本行政地域内の農村五保供養工作を管理す
る 
3、郷と民族郷27と鎮レベル人民政府は本行政地域内の農村五保供養工作を管理する 
4、村民委員会は郷、民族郷、鎮人民政府と協力し、農村五保供養工作を展開する 
（注：『農村五保供養工作条例』第三条） 
 
＜供養対象＞ 
1、対象：高齢者、障害者或いは 16歳未満の村民 
2、条件：（二つの中で一つを満たせば可） 
① 労働能力がない、経済収入がない且つ扶養者のいない高齢者又は扶養義務がある人 
② 労働能力がない、経済収入がない且つ扶養者がいるが扶養能力がない人 
（注：『農村五保供養工作条例』第六条） 
 
＜申請プログラム＞ 
1、本人が村民委員会に申請書を提出する 
2、村民委員会が民主評議 
3、本村範囲内で公表する 
4、郷、民族郷、鎮人民政府に送って、審査する 
5、郷、民族郷、鎮人民政府が 20日以内に審査する 
6、郷、民族郷、鎮人民政府が県レベル人民政府民政部門に書類を送付して、審査する 
7、県レベル人民政府民政部門が 20日以内に審査結果を決定する 
8、『農村五保供養証明書』を発行する 
（注：『農村五保供養工作条例』第七条） 
 
＜供養内容＞ 
1、食用油、副食品と生活用燃料 
2、衣類、布団等生活用品と小遣い 
3、住宅 
4、医療費 
5、生活介護 
                                                   
27民族郷：少数民族が集中して居住する地方で建設した郷レベルの行政区域である。少数民族の人口が郷総人口の
30％以上を占める郷は、規定に基づいて民族郷を建設できる。 
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6、義務教育費 
7、葬式関連費用 
（注：『農村五保供養工作条例』第九条） 
 
＜供養方式＞ 
1、集中供養 
集中供養の農村五保供養対象は農村五保供養サービス機関によって供養費とサービスを提供
する 
2、分散供養 
分散供養の農村五保供養対象は村民委員会によって生活介護等のサービスを提供し、又は農
村五保供養機関によってサービスを提供する 
（注：『農村五保供養工作条例』第十二条、第十三条） 
 
＜実施方式＞ 
政府機関と村レベル組織機構は供養サービス契約を締結する 
（注：『農村五保供養工作条例』第十七条） 
 
＜財源＞ 
1、地方財政予算 
2、農村集団経営収入金 
3、中央財政補助金 
4、供養機関の農副業生産費 
（注：『農村五保供養工作条例』第十一条、第十四条、第十六条、第十九条） 
 
3-3「留守高齢者」に対する制度の問題点 
農村五保供養は『農村五保供養工作条例』によって、農村住民の中で扶養者のいない、労働
能力がない、経済収入がない高齢者と障害者や、16 歳未満の村民に対して衣・食・住・医・葬
の五つの方面又は未成年者に義務教育等の方面で生活や物資の援助を提供する制度である。 
五保供養制度の条件項目から見ると、“扶養者のいない”ということは完全的に農村部の「留
守高齢者」を除くことと同じである。言い換えれば、農村部「留守高齢者」の老後生活はどん
なに苦しくても、まだ子供がいれば国家の供養制度を享受することが出来ない。 
国家から見ると、まだ子供がいる高齢者達は自分の子供に依存すべきだと思われる。子ども
がいても、送金がない為生活が苦しい状況になった「留守高齢者」達が存在している。 
確かに、農村部の「留守高齢者」達はまだ子供がいる、経済情況が不況になった時は自分の
子供に頼めば、一定的な支援をもらえる。しかし、各自の家庭情況がそれぞれであり、支援し
ない或いは支援出来ない出稼ぎ者が沢山いる。そういう特殊な「留守高齢者」は誰からも救っ
てもらえないのである。 
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第 4節 「新型農村合作」医療制度 
4-1 制度の背景 
農村合作医療保険は中国農民（農業戸籍）自身で作った経済的互助の医療保障制度である。
2002年 10月、『中共中央、国務院はより農村衛生工作を強化することに関する決定』の中で
次の内容を指摘した。 
1）“重病を中心に新型農村合作医療制度を逐次に確立する” 
2）“2010年まで、「新型農村合作」医療制度は基本的に農村住民全体が含まれる” 
3）“2003年から、中西部地域（市区以外）の「新型農村合作」医療制度に参加する農民に
対して、中央財政から毎年一人ずつ 10 元の医療補助金を設定。且つ地方財政は「新型農村合
作」医療制度に参加する農民に対して、毎年一人ずつ 10 元以上の補助金を出す” 
4）“農民は「新型農村合作」医療制度に参加し、自身が負担する医療費を軽減する為に納
付義務を果たすべき” 
この制度は中国政府の歴史において、農民の基本医療衛生問題を解決する為に大規模な政
府投資の初制度である。2003 年から、農民の自発参加が原則として新型農村合作医療実験地
は益々増加している。2004 年 12 月まで、全国範囲で新型農村合作医療に参加する県は 310
県、1945 戸、6899 万人の農民がいる。参加率は 72.6％となった。 
2011 年 2月 17 日、中国政府はインターネットで『医薬衛生体制五項重点改革 2011年度主
要工作計画』を発表した。その中で“2011 年、「新型農村合作」制度や鎮住民に対する医療
補助基準は 200 元まで上げる、鎮住民医保や新農合政策の能力範囲内で入院手当の比率は
70％に達するように努める”と明確化した。 
2012年から、新農合政策における補助基準は毎年一人ずつ 240 元まで上がった。農民自身
の納付基準は毎年一人ずつ 60 元に増加した。 
2013 年 9 月 11日に国家衛生と計画出産委員会は『2013 年新型農村合作医療工作を実行に
関する通知』を発表した。2013年から、各級財政は新農合政策に対する補助基準を毎年一人
ずつ 240 元から 280元までに増えた。政策範囲内の入院手当比率は 75％ぐらい上がり、それ
に、児童の白血病・先天性心臓病・大腸癌・直腸癌等 20 種類の難病に対する保障を実験的に
開始した。 
2014年 4月 25 日に財政部と国家衛生計画出産委員と人力資源社会保障部は『2014 年新型
農村合作医療や鎮住民基本医療保険資金調達基準を上がるに関する通知』を発表した。 
資金調達方法：各級財政は新農合や住民医保に対する補助基準が 2013年の 280元から 2014
年の 320 元に増額した。農民と鎮住民の個人納付基準は毎年一人当たり 90元ぐらいに増額さ
れた。個人納付費用は新型農村合作医療保険に参加する場合、一括で納付すべきと主張され
た。 
 
4-2 制度の内容 
新型農村合作医療制度は「新農合」と略称する。これは中国政府によって管理・指導や指
示し、農民が自発的に参加し、個人と集団や政府多方面で資金を収集する。重病者を中心に
した農民医療互助共済制度である。個人納付と集団補助と政府手当の方式を通して資金を収
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集する。 
 
＜保障対象＞ 
重病保険保障対象者は鎮住民医保、“新農合”への参加者 
 
＜保障範囲＞ 
1、重病保険の保障範囲は鎮住民医保、“新農合”の範囲と一致する。鎮住民医保、“新農
合”は国の政策規定によって基本医療保障を提供する。 
2、重病保険に参加する人は難病或いは重病をかかえて、高額費用が発生する場合は個人
が負担した合規医療費用はのちの申請後、国家から手当が補助される 
3、合規医療費用とは実際に発生した、合理的な医療費用であり、具体的には地方政府に
よって決定される 
 
＜保障基準＞ 
1、鎮郷住民の家庭の巨額の医療支出を避ける為に、合理的に重病保険手当政策を確定し、
実際の手当比率は 50％以上を義務とする 
2、医療費用の手当比率は段階的に割合を設定し、原則として医療費用が高額なほど手当
比率が高い。資金収集と国家管理や保障水準の改善とともに、逐次に重病手当の比率が上が
り、個人の医療費用負担が最大限度に軽減される。 
 
4-3 制度の問題点 
① 満足度 
「新型農村合作」医療制度は社会保険の一つとして、利益を受ける農民と政府補助金に貢
献する納税者の満足度が制度の実行に影響を与える。農民が“新農合”に参加しない理由は
新型農村合作医療の保障水準が低い、“新農合”に対する理解が浅い、万が一政策が変わった
ら、自分が納付した保障金は戻らない等である。一方、“新農合”に参加している農民は保障
水準が低い又は“新農合”に参加する為の申請手続きや手当の申請手続きが複雑である等の
理由で不満を持っている。 
 
a.申請場所の問題： 
出稼ぎ農民は「新農合」に参加したい場合が戸籍地ではないと申請出来ない為、申請の手
続きをしたい場合は戸籍地に戻らなければならない。その場合は、申請の手続きは大量の時
間やお金がかかる。 
“新農合”に参加している人の中で大部分は外来診察の予約費である為、手当が出ない。
且つ本人が戸籍地に戻らないと手当が出ないこともある。入院でかかる費用も戸籍地に戻っ
た後、費用の金額によって手当が出る。若し、費用の金額が少額の場合は往復でかかる交通
費が多くなり、逆に損になることがある。故に、申請の場所の問題を解決しなければならな
い。 
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② 保障 
新型農村合作医療制度は重病者を中心に軽い病気の人と合わせた、農民医療互助共済制度
であるものの、農民の重病や難病等を解決する為に設定された医療制度であり、外来診察料
や捻挫等軽い病気は保険の範囲に入っていない。その為この規定で、実際に利用できる人は
少ない。 
 
③ 制度等の問題点 
1、「新型農村合作」医療保険に参加する手続きが煩雑である 
2、農村合作医療の手当申請する手続きが煩雑である 
3、新型合作医療は各地域納付金額が統一していない 
4、納付時間がそれぞれ違う、料金を扱う人が一定していない 
5、納付した後の通知が確実に実行されていない 
6、納付した時に契約できる保障はない 
7、補助手当の最低と最高の限度額が決定されていない 
8、補助手当の割合が統一されていない 
9、補助可能か否かの項目が統一されていない 
10、補助手当を申請する時に必要な証明書が統一されていない 
 
④ 需要 
農民需要の方面から見ると、新型合作医療は重病者を中心に、軽い病気は農民自身で負担
する。 
1、重病者以外は補助が出ない為、普段あまり重病にかからない農民は自分が納付した料
金が無駄になると思って、「新農合」に参加する意欲が益々低下した。 
2、農村内部は激しい格差が存在している。貧困家庭は重病にかかった後、病院でかかる
治療費は一部分補助手当が出るものの、残る部分は家庭から支出できないことがある。故
に、家計が良くない人は病気にかかった時、病院に行けない。しかし、富裕層家庭にとっ
ては、医療手当がある為、医療費の支出が少なくなる。ある意味から見ると、富裕層の家
庭は一定な利益をもらえる。 
従って、こういう「新型農村合作」医療制度は農村の貧困家庭の医療問題の解決が困難で
あるばかりではなく、富裕層家庭との格差も益々拡大している。 
 
4-4「留守高齢者」に対する制度の問題点 
 「新型農村合作」医療制度は誰でも利用できるとはいえ、風邪・咳や軽い病気等にかかった
時は国家から補助金を出す場合が少ない。重病を治すことを根本的な出発点としており、軽い
病気への補助金の割合を相対的に控えている。 
しかし、農村では軽い病気にかかった時は自分で安い薬等を買い、或いは放置してそのまま
自然に治す人が多い。またわざわざ遠い病院まで行く必要がないと思う農村部高齢者が多い。
なぜなら、軽い病気の場合国家からほとんど補助金が出ないからである。では、重病にかかっ
た時は多くの補助金をもらえることがあるのか。実際はそうではない。「新型農村合作」医療制
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度は患者に補助する金額は限度があり、病気の種類によって補助金が出ない場合もある。補助
金が出てもそれは一部分であり、残り部分は患者の負担になる。 
各研究学者の先行研究から見ると、農村部の「留守高齢者」の多くは家計が良くない。故に、
重病にかかった「留守高齢者」達は自分で我慢し、安い薬を買うことによって病気の進行を遅
らせた。たまに子供に勧められて、病院に行っても、残りの医療費を出すのは「留守高齢者」
にとって大変なことである。 
経済情況が良くない、子供も側にいない「留守高齢者」達にとって、補助金が出るまでの時
間も大きな問題である。病院に医療費を払うと同時に補助金が出るわけではない、まず全額の
医療費を患者が払う。それから、“新農合”制度を利用して申し込み手続きを通した後、国家か
ら補助金が出る。申し込み手続きから補助金が出るまで長い時間がかかるだけでなく、最初の
全額を払うことは高齢者にとって無理なことである。 
故に、申請手続きの過程や補助金が出るまでの時間は高齢者の立場に立った制度ではないと
言えるだろう。 
 
第 5節 80歳以上高齢者補助制度（略称：高齢者補助） 
5-1 制度の内容 
中国の養老サービス事業の発展や社会養老保障体系を完備する為に、80歳以上の高齢者は政
府から一定的な高齢者補助金をもらえる制度を“高齢者補助”制度と言う。高齢者補助は社会
救済や社会福祉二つ性質を持つ社会保障制度である。 
2009年、中国では 80歳以上の高齢者は既に 1800万人に達した。それに、毎年 100万人以上
のスピードで増加している。増加する高齢者の養老サービス資金問題を解決する為に、中国民
政部は、“条件がある地域は困難高齢者・80 歳以上高齢者の補助制度を確立することを進める”
と提出した。 
2011 年 7月 4日、民政業務年中分析会で“現在全国範囲では高齢者補助制度を確立した省は
14 個あり、800 万人の高齢者が補助金をもらえた”と発表した。 
＜補助対象＞：80歳及び 80 歳以上の高齢者 
＜補助基準＞：各地域の最低生活保障基準、補助能力や補助対象者の年齢によって、補助金
額が違う。それに、当地の経済発展水準、人々の生活水準の向上や最低生活保障制度基準の変
動によって調整する。 
 
年齢 毎月の補助金額 
80～89歳 80 元 
90～99歳 150元 
100歳以上 500元 
出典：『2016 年江西省の高齢者補助基準』を参考に筆者作成 
 
具体的な補助基準は各地域の民政局や財政庁によって高齢者補助原則に基づき、確定する。 
補助開始時間：江西省の高齢者補助制度は 2012年 9月から執行する 
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5-2「留守高齢者」に対する制度の問題点 
高齢者達にとって、高齢者補助制度は実に素晴らしいことである。80歳以上の高齢者は誰で
も一定的な高齢者補助金がもらえる。普通の高齢者であろうと「留守高齢者」であろうと誰で
も利用できることはこの制度の良い所である。しかし、地方の実施程度によってはまだ享受で
きない地域があり、全国範囲では普及されているとは言えない。 
 
第 6節 高齢者ホーム 
6-1 民営高齢者ホーム（養老院）内容 
民営高齢者ホームは『社会福利機関管理方法』によって、高齢者を中心に利用する施設であ
る。高齢者の体力・心理需要等を満たし、飲食提供・衛生管理・文化生活や医療保険等機能を
持つ総合的なサービスを提供する。 
高齢者ホームはこのような各種サービスを享受し、老後生活を楽しめる養老機関の範囲に属
する。現在では、北京、上海のような大都市で、普及している。 
中国では 70 年代末、80 年代初頭から、上海・北京・天津・大連等の地域で高齢者ホームが
建設され始めた。それから、国家・社会や企業等によって建設された高齢者ホームが相次いで
建設された。 
2009年以降、定年退職する前に高齢者ホームを予約する高齢者が出て来た。その需要の高ま
りから、高齢者ホームは唯の福祉機関ではなく、金を儲ける為のビジネス機関になった。 
 
6-2 民営高齢者ホームの課題 
（一）完備された支援政策が足りない 
中国では養老施設の展開時期は遅く、人口高齢化問題の深刻化に伴い誕生したものである。
故に、養老施設と関連する政策の内容が不備である。例えば、『高齢者権益保障法』の中で、“国
家は社会組織或いは個人が高齢者養老施設や高齢者交流場所等の建設を補助する”と記述した。
更に、電気料金、土地の賃金、税収等において一定的な支援策を打ち出した。しかし、政策を
実行する中で、特に民営高齢者ホームが政府や社会各方面からの支援が足りなく、困難や課題
が多いということがある。その場合は、専門性がある支援政策の実行が重要になる。例えば、
医療保障、ローン担保、利益保障、税収等方面において、より完備な支援政策が必要である。 
（二）制定した政策が実行できない 
制定した政策の意義は実行である。中国政府は養老施設の発展を推進する為に、一定的な支
援政策を打ち出した。しかし、政策が実行される中で多方面からの影響を受け、実施出来なか
った。支援政策は土地の建設、費用の徴収、ローン担保、財政資金の支持等具体的な規定と関
わるものさえ、実施するのが難しい。一方、経営者達は政府がどんな支援策を出すのかあまり
知らないこともあり、政策の宣伝力にも問題がある。 
（三）統一の基準がない 
近年、高齢者ホームの発展が速く、著しい成果を収めた。しかし、発展の現状から見ると、
高齢者ホーム、高齢者ホームに関連する施設・人員構成・サービス内容・居住環境等の統一の
基準がない。厳密に言えば、高齢者ホームの利用対象は一人で生活でき、ホームの中で提供す
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る医療やサービス施設等を利用できる高齢者である。しかし、現存の高齢者ホームから見ると、
養老院、介護院等の養老施設も高齢者ホームと言われる。養老院や介護院等の養老施設の利用
対象はほとんど介護が必要であり、一人で生活できない高齢者である。 
国家は高齢者福祉養老機関に関することへ一定的な支援政策を打ち出したものの、（例えば：
『高齢者建築設計規範』、『高齢者社会福祉機関の基本規範』等法律規範）高齢者ホームが提供
するサービスの内容、高齢者ホームの施設、経営理念や運営基準等に統一の基準がない。それ
に加え、各地域の高齢者ホームの発展水準が違う為、提供するサービスの質に対する管理も出
来ない。 
（四）関連する法律が不完備 
高齢者が自身の身体状況によって、高齢者ホームに入居する時に、身体損傷や医療問題等問
題が多く出て来た。その為、高齢者及び高齢者の家族とホームの管理者や介護者等との間で良
くトラブルが起こった。高齢者がホームに入居する前に家族とホームの管理者との間で、お互
いの権利や義務を明確にしていない為、トラブルが起こった時は相互の利益を保護できる法律
がない。そのことは、高齢者或いは高齢者ホーム等養老施設に対して、避けることができない
問題である。故に、完備な法律の確定、お互いの責任、権力、権利等を明白にすることが重要
である。 
 
6-3 公営高齢者ホーム（敬老院）の内容 
公営高齢者ホームとは高齢者養老サービスの社会福利性の事業組織であり、敬老院（養老院）
とも言う。日常生活の中では、民営の高齢者ホームと混同しやすい。ヨーロッパ等先進国の養
老院は地方政府や慈善団体によって建設されることが多い。入居対象者は主に国の救助によっ
て生活する高齢者や収入が低い高齢者である。 
中国の敬老院は農村の“五保供養”制度を基礎として、建設される養老施設である。1956年
農業合作化時期に、農業生産合作社は労働力がない、収入のない高齢者を対象として医・食・
住・葬・教の五つの方面で保障を付ける“五保供養”制度を実施した。1958年人民公社化時期
に、“五保供養”制度の対象者に対して集中供養を行い、全国範囲で敬老院を建設した。1978
年以降、農村の家庭請負責任制度の実施や集団経済の発展によって、敬老院の発展はより強化
された。現在では敬老院と関連する『農村敬老院管理暫行方法』という法律がある。 
 
＜入居対象者＞ 
中国敬老院の入居対象は主に“五保供養”制度を受ける高齢者である。しかし、経済力があ
る敬老院は定年退職後の自費高齢者も受け入れる。 
＜原則＞ 
1、入院と出院は自由である 
2、集団のことは集団で解決する 
3、入居した高齢者の生活費、医療費等の支出は集団で負担する。金銭問題が出た時は協同
で解決する 
貧困地域の敬老院は、集団で支出することが困難な場合は、国家から補助が出る。“敬老養老”
は敬老院の主旨であり、入居した高齢者により良い老後生活を送ってもらうことが大事という
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意味である。 
 
6-4「留守高齢者」に対する制度の問題点 
農村部の「留守高齢者」達は、子供がいる為“五保供養”制度の対象者になれない。従って、
農村部の「留守高齢者」は年を取った後、誰も面倒を見てくれない場合は、民営の高齢者ホー
ムに入居することしか出来ない。民営高齢者ホーム（養老院）の養老設備や入居環境等は公営
高齢者ホーム（敬老院）より良いと思われるが、入居費用も高い。 
故に、経済情況が良くない「留守高齢者」は、民営の高齢者ホームに住みたくても住めない。
一方、まだ元気で自分の生活を全部面倒を見ることができる「留守高齢者」は、高齢者ホーム
に住みたくない。農村では、高齢者ホームに住むことが高齢者にとって恥ずかしいことであり、
子どもが自分の面倒を見てくれないことと認識される。 
しかし、子どもが遠方に出稼ぎに行き、高齢者自身が自分の面倒を見ることが出来ない場合
は、彼らは高齢者ホームに入居したいと考える。しかし、大部分の農村部「留守高齢者」は、
入居できる経済力を持っていない為、そのまま家に寝たきりになる或いは近所の人に頼るしか
ない。 
高齢者がより良い老後生活を送ることが高齢者ホームの出発点であるはずなのに、資本主義
社会の中で入居できる高齢者は経済力によって区別された。金を持っていない高齢者達にとっ
て、民営高齢者ホームはただのビジネス施設であり、高齢者の為に建設された養老施設ではな
い。故に、高齢者ホームの本当の目的を実現する為に、高齢者であろうと「留守高齢者」であ
ろうと誰でも平等的に入居させることが現段階のやるべきことである。 
政策だけの力で高齢者養老問題を解決するのは困難であり、実際に運営している養老施設に
も力を入れた方が良いだろう。 
 
第 7節 まとめ 
農村最低生活保障制度、社会養老保険制度、五保供養制度、新型農村合作医療制度や“80歳
以上”高齢補助制度等制度の内容から見ると、どんな高齢者支援制度でも農村部「留守高齢者」
は特定の対象者となっていないことが分かった。農村部「留守高齢者」は普通の高齢者とは違
い、出稼ぎ者の支援がない場合は国家の支援政策も利用できない。つまり、農村部「留守高齢
者」達にとって、国家的支援策を利用するのは難しいのである。 
例えば、農村部で経済収入が少ない「留守高齢者」がどんなに苦しい老後生活を送っていて
も、国家が提供する農村最低生活保障制度も享受できない。原因は、法律的な扶養者がまだい
るからである。中国では高齢者の養老は主に家族のことであり、家族が居る場合、家族に依存
すべきだと思われる。しかし、どんなことでも一概に決められるわけではない。「留守高齢者」
の中で子どもがいても、自身の面倒を見てくれない、自力で生活する「留守高齢者」も居る。
ゆえに、政策を作る時にそのような「留守高齢者」の場合を考えれば、国家的高齢者支援政策
はより完備されることになるだろう。 
一方、どんな制度でも、決して完璧な物ではない。制度を打ち出した後、時代の進展や変化
によって制度の内容を調整すべきである。90年代から打ち出した支援制度はまだ深刻な留守問
題と合っていなかった為、制度を制定する人は高齢者に対する理解や把握が未熟な状態になっ
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ていた。故に、高齢者に対する支援制度はより細心の観察や時代に伴い変化する姿勢が必要で
ある。 
では、以上の政策に対する検討及び農村部「留守高齢者」が対象とする政策の利用状況は実
際どういう状況なのかを実例研究を通して、検討して行きたい。 
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第 4章 江西省余幹県劉家村の事例研究 
本章はまず調査対象者である劉家村の基本情況を紹介し、実際に入手したインタビュー調査
内容に基づいて、劉家村「留守高齢者」の生活状況や国家的な支援策の利用状況を述べる。 
 
第 1節 余幹県劉家村の基本状況 
1-1 余幹県劉家村の由来 
劉家村の由来は正式的な文書記録がない、長年ずっと劉家村に住んでいる高齢者達にインタ
ビュー調査から、明代の洪武28時期に四川戸籍を持つ人が今の劉家村に移動し、村落が形成さ
れたことが分かった。その四川戸籍の人は劉という苗字を持っていたから、劉家村という名前
を付けられたという言い伝えがある。又は今の江西省弋陽県から人口が移動して形成された村
という話もある。 
長い歴史があって、土地資源が豊富なことは劉家村の特徴である。また、現在劉家村に住む
住民達は皆骨身を惜しまずに働くことは事実である。 
 
1-2調査地域の地理位置 
調査地域である劉家村は中国江西省
こうせいしょう
・上 饒
じょうじょう
市
し
・余
よ
幹
かん
県
けん
・三塘
さんとう
郷
きょう
に位置する。以下、江西省
こうせいしょう
・
上 饒
じょうじょう
市
し
・余
よ
幹
かん
県
けん
・三塘
さんとう
郷
きょう
について説明する。 
＜江西省＞ 
江西は中国の省レベルの行政区であり、華
か
東
とう
地区29に属し、贛
かん
に略称する。華東地区中の省
はほとんど臨海省であり、江西省や安徽省
あんきしょう
だけ内陸省である。江西省は長江の中下流南岸に位
置しており、東は浙
せっ
江
こう
と福建省、北は安徽
あ ん き
と湖北
こ ほ く
省、西は湖南
こ な ん
省、南は廣
こう
東
とう
省である。改革開
放政策により沿海都市の経済発展のスピードが速く、顕著な発展をした。しかし、内陸部の都
市は交通や政策が異なるので、経済発展が沿海都市より遅い。故に、内陸部から沿海部へ移動
する労働力が少なくない。『新聞雑談』によれば、中国における農村労働力輸出ランキング30の
中で安徽省は第 4位で、年 2000万人が外に移動する。江西省は第 8位で、年 900 万人が外に移
動する。それは江西省が労働力輸出大省であることを明らかにした。 
第六回人口センサーによると、2010 年江西省人口数は 4456．78 万人であり、全国ランキン
グにおいて第 13 位である。2011 年江西省の都市人口は 2051 万人（45.7％）であり、農村人口
は 2437万人（54.3％）である。都市人口より農村人口のほうが多いことが分かった。 
                                                   
28洪武（こうぶ）：中国、明代の元号（1368年―1398年）。初代皇帝である太祖・朱元璋の在世中に使われた為、
朱元璋は洪武帝と呼ばれる。 
29華東地区：江蘇省、浙江省、安徽省、福建省、江西省、山東省；華東六省一市：上海市、江蘇省、浙江省、安徽
省、福建省、江西省、山東省 
30農村労働力輸出ランキング：1位、河南省 3500万；2位、四川省 3000万；3位、湖南省 2500万；4位 安
徽省 2000万；5位、江蘇省 1700万；6位、湖北省 1500万；7位、重慶省 1200万；8位、江西省 900万；9
位、廣西省 800万；10位、辽宁省 500万 
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1％人口サンプリング調査（1%人口抽样调查）結果によって推算すると、2015 年末江西省の
常住人口が 4565.63 万人であり、2014 年より 23.47 万人が増加した。江西省の人口数が引き続
き安定的な成長を保っている。 
しかし、人口の増加によって新たな状況や問題が出て来た。高齢化問題が深刻になって来た
ことだ。2015 年末、江西省 60 歳以上の人口（633.71 万人）は総人口の 13.88％を占め、2014
年より 0.43％（22.79 万人）増加した。 
 
＜上饒市＞ 
第六回（2010年）人口センサーによると、上饒市の常住人口は 657.971 万人（中国人民解放
軍の現役軍人と上饒市に住む香港人・台湾人・マカオ人を除く）であり、十年前の第五回人口
センサー（612.867 万人）によれば 45.1041 人が増加し、増加率が 7.36％である。2010 年 11月
1 日、全市では 165.8249 万の世帯数がある。家族ごとに平均 3.83人、2000年の 3.87 人より 0.04
人が減少した。 
上饒市の常住人口の中で、都市人口は 275.6215 万人、総人口の 41.89％を占めた。農村人口
は 382.3499 万人、総人口の 58.11％を占めた。 
65 歳以上の人口が 48.4944 万人、総人口の 7.37％を占めた。第五回（2000年）人口センサー
によれば 1.52％増加した。上饒市の高齢者弁公室（老龄办）によると、2014年まで上饒市の 60
歳以上の人口は約 85万人であり、市総人口の 12.14％を占めた。 
『2015年上饒市の国民経済と社会発展の統計公報』の中の市内の人口変動状況サンプリング
調査の統計によると、2015 年末上饒市の常住人口は 671.5 万人、2014年末より 0.4％増加した。
65 歳以上の人口は 62.85 万人、総人口の 9.36％を占めた。上饒市の高齢化問題も日々深刻化し
て来ている。 
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＜余幹県＞ 
余幹県は江西省の東北部に位置しており、江西省の中心部にあたる南昌市から遥かに離れ、
経済発展が良くない周辺地域である。東側は万年県、西側は南昌・進賢県と接し、南側は余江
県と東郷県、北側は鄱陽県と都昌県である。 
2010年の第六回人口センサーによると、余幹県は 88.7603 万人がいる。又、民政部の最新デ
ータによると、2015年余幹県の総人口は 106万人、江西省の人口ランキングの中で第 5位であ
る。 
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＜三塘郷劉家村＞ 
三塘郷は余幹県の西北部に位置し、面積は 71平方メートルである。三塘郷は 18 箇所の行政
村と 1箇所の委員会31を管理し、戸籍人口数は 3.86 万人である。 
劉家村は江西省余幹県の三塘郷に位置し、小さい村落である。劉家村は江西省昌万高速道路
の北側及び徳昌高速道路の南側に位置し、西側は横岗村、東側は寺前村である。昌万高速道路
に沿って、東に向かって約 20 キロメートル進めば、余幹県の県内に着く。西に向かって約 100
キロメートル進めば、南昌市に到着する。外との行き来はとても便利で、優れた地理位置にあ
る。 
 
                                                   
31委員会：委員会は住民委員会の略称である。住民委員会は住民の自己管理、自己教育、自己にサービスを提供す
る基礎自治組織である。それに加え、住民委員会は中国人民民主独裁と都市政権の重要基礎であり、人民大衆との連携
を担当している。 
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劉家村に入ってみると、目の前にすぐ大通りがあって、もう少し中に入ってみると、大通り
の両側に二階建ての新しい住宅が見える。又、住宅の後ろに大きな耕作用の土地があり、その
中に各戸の耕作用土地が綺麗に並んでいる。 
劉家村の村委員会及び高齢者活動センターは村の中心地である東側の奥に位置する。高齢者
活動センターは 2013年に建設された。最初の一年目はたまに活動センターに行く高齢者がいた
が、村の活動中心地から遠い為、二年目から行く人が少なくなってきた。村の大通りに沿って、
まっすぐに行くと北側の奥に村の医療所や学校がある。医療所と言っても、ただ部屋二つから
構成された小さい臨時救援所のようである。一つの部屋は薬を保存したり先生が診察をしたり
する部屋であり、もう一つの部屋は点滴を受ける患者達の休憩室である。患者達の病気確認や
処方を出すことは全て薬を保存する部屋で行う。 
普通の風邪や咳等軽い病気だったら、医療所で簡単に対応できるが、重病や難病にかかった
時は、その医療所では対応できなくなった。その時には県や市などの大きい病院に行かなけれ
ばいけない。しかし、どんなに交通が便利になっても、劉家村から県や市まで少なくとも 3時
間ぐらいかかるほどの距離があり、緊急時や夜はとても不便である。故に、劉家村の住民達に
とって、もし条件が整えば、もっと施設が完備され規模が大きい病院が必要である。 
劉家村住民の生活圏は主に大通りを巡って、細長い長方形の箱の中で暮らしているように見
える。そして、耕作用地は全部住宅の周辺に巡って、広くて先が見えないような外へ広がって
いく。耕作用地の中で明確な標記がなくても、その土地は誰の所属物か村民達皆がはっきり分
かっている。長年村内に住んでいる為、村内のすべてを頭や体の中に覚えていると推測される。 
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1-3 劉家村の人口及び土地構成 
2015年（調査時点）、劉家村の世帯数は 360戸であり、14 歳以下の人は 400人、15 歳から 59
歳の人は 800人、60 歳以上の人は 200人がいる。つまり、劉家村は高齢者比率が 14.3％であり、
高齢化問題が深刻化している農村部である。 
劉家村の耕作用地は 1100 平方メートル、住宅用地は 150平方メートルである。耕作用地の面
積はほぼ住宅用地の 7 倍であることから、劉家村の土地は主に耕作用地であると分かった。又、
村内では棗
なつめ
・文
ぶん
旦
たん
（柚子）・韮
にら
の花
はな
・バナナ・米等農産品があり、亜鉛及び赤銅鉱等資源もあ
る。 
しかし、劉家村の村民達の主業は依然として農業である。大部分の村民達は一年中にかけて、
農業をする時間は他の副業より随分長い。経済収入としても、耕作によって得た収入が大部分
である。 
 
第 2節 「留守高齢者」のインタビュー調査 
2-1 劉家村「留守高齢者」の生活現状 
劉家村の「留守高齢者」に対するインタビュー調査を通して、現段階において劉家村に住む
「留守高齢者」達の生活状況はどうなっているのかを明らかになった。今回のインタビュー調
査では、「留守高齢者」45人からお話を聞くことができた。以下は、調査の結果である。 
 
＜性別＞ 
図の男女比率に示すとおり、男性 60％、女性 40％で、男性の方が多かった。 
 
＜年齢構成＞ 
年齢構成を見ると、調査対象者 45名のうち、60年代前期が一番多く、二番目は 70 年代前期
である。 
年齢が高くなるにしたがって「留守高齢者」の数が少なくなっている。これは、出稼ぎに行
く子供は親達がまだ元気なうちに家を出て、年を取った後また親の側に戻るという意識がある
と推測できる。 
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下図から見ると、劉家村の調査対象者である「留守高齢者」の中で後期高齢者32、つまり年
齢が高い「留守高齢者」の数が少なく、年齢が低い高齢者の方が多いと見られる。要するに、
調査対象者の中で高齢者のほうが多い。 
 
＜婚姻状況＞ 
調査対象者の婚姻状況を見ると、既に結婚した「留守高齢者」が大部分であり、離婚した事
例はただ一例しかない、8 人の配偶者が死去した。劉家村の村民風俗が純朴であり、夫婦関係
が良く、穏やかな夫婦生活を送っていることが分かった。皆自分の老後生活に満足な態度で暮
らしていることが離婚率が低い理由であると推測する。または独身の「留守高齢者」が 1人も
いないことから、50～60 年代中国人の結婚意識が強いことが分かる。今の時代のような一生独
身である高齢者がいないことが分かった。 
 
＜職業経験＞ 
職業経験を見ると、調査対象者の中で一生農業に携わる「留守高齢者」が多く、生まれてか
らずっと劉家村に定居し、外で就職する経験が少ないことが分かった。80％以上の人は生まれ
てからずっと劉家村で暮らし、農業だけに集中していることが分かった。これは、昔から中国
                                                   
32後期高齢者：中国における高齢期の基準は、45～59歳は前期高齢者、60～89歳は高齢者、90歳以上は後期高齢
者に分けられる。 
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農村部の農民達は自分の住所や仕事に愛着を持つことを表している。昔の農村部の人にとって、
一つの地域で生まれて、ずっとそこで生活するのは当たり前のことと思われる。それは、昔の
交通や地理条件のため、人々が一つの地域から他の地域に移動するのが難しかったからである。
しかし、個人の考え方も多少影響している。 
又、昔の農村部には充実な食料品や仕事があった為、わざわざ移動する必要がなかった。し
かし、社会や現代技術の発展によって、農村部の交通が便利になって、交通手段の多様化や商
品の豊富化に影響されて、外に移動したい人や移動できる人がますます増えて来た。 
 
＜家族員数＞ 
家に残る人数を見ると、3人暮らしの割合が一番多く、45人の中で 17人がいる。2人暮らし
の割合がほとんど 3人暮らしの割合と同じで、両方合わせると 60％を超えることがある。つま
り、調査対象者の中で 2人暮らしと 3人暮らしの「留守高齢者」が多い。 
又、45 人の母集団の中で、「留守高齢者」一人暮らしの事例は 3 人しかいない。それに、そ
の 3人の中で 2人の配偶者が死去し、一人は離婚の状態になっている。つまり、調査対象者の
中で一人暮らしの「留守高齢者」の数が少なく、大部分の「留守高齢者」達は自分の配偶者や
孫達と一緒に暮らすことである。 
 
では、2 人暮らしや 3 人暮らしの原因及び具体的な家庭成員は何かについて、下図から分析
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していく。まず、2 人暮らしの家族を見ると、夫婦 2人暮らしのケースが 80％以上を占めるこ
とがある。後は「留守高齢者」自身と息子、「留守高齢者」自身と嫁（息子の嫁）一例ずつがあ
る。これらを見ると、「留守高齢者」2人暮らしの中で「留守高齢者」夫婦 2人暮らしのケース
が一番多い。言い換えれば、家の中で 2 人しかいない場合は夫婦 2 人でお互いに助け合うケー
スが主なケースである。 
たまに、家の中に息子が 2人或いは 3人いる場合は、息子 1人或いは 2人が出稼ぎに行き、
一番年下の息子が年を取った親達の面倒を見るという家族からの希望があって、家に残された。
或いは生活能力が一番弱い息子は外に出られないから、親の側で暮らして、年を取った親達の
面倒を見ることもある。 
 
 
3 人の場合は、「留守高齢者」夫婦と孫達が一緒に暮らす方が多いと見られる。二番目は「留
守高齢者」自身と孫達及び息子の嫁三人で暮らすケースである。これを見ると、出稼ぎ者は自
分の子供を農村部に住む親達に預けることが多いと見られる。それに 3人ケースの中で、夫婦
2 人と孫達が一緒に暮らす割合は半分以上を超えているから、調査対象者の中で自分の面倒を
見るだけでなく孫達の面倒も見なければならない「留守高齢者」が多いと分かった。
 
以上の統計から見て分かることは、劉家村では一人暮らしの「留守高齢者」は母集団 45人の
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中で 7％（3 人）、「留守高齢者」夫婦だけは 29％（13 人）、夫婦二人と孫達は 20％（9人）を占
めることである。三つ合わせたら、調査対象者全体の 56％を占めることがある。つまり、調査
対象者の中で大部分は典型的な「留守家族」である。 
 
＜出稼ぎの人数＞ 
「留守家族」と言ったら、普通出稼ぎ者を連想するだろう。劉家村には 45戸の中で、出稼ぎ
人数が一番多いのは 2 人のケースである。2 人未満の割合は 7％しかないことから、調査対象家
族では若年者の出稼ぎが流行っていることが分かった。又は調査対象家族の中でほとんど全部
の家庭は出稼ぎ者がいると言える。一つの特例は早期に子供が死去した独身高齢者であり、今
でも 1 人で老後生活を送っていることである。つまり、調査対象家族の中に出稼ぎの風潮があ
ると言える。 
 
 
＜出稼ぎ場所＞ 
出稼ぎ場所を見ると、主に経済発展が良くて交通の便が良く、出稼ぎ者が集中している沿海
都市である。一つの家庭の中で出稼ぎ者は何人かいるから、出稼ぎの場所が母集団の 45人では
なく、各家庭の実際に答えた場所によって、出稼ぎ場所が出る回数の図を作成した。これから
見ると、福建省・浙江省・広東省等給料が良くて就職チャンスが多い沿海都市で出稼ぎ者が一
番多いと見られる。二番目は距離が一番近い江西省であり、出稼ぎ者が外に行っても時間があ
ればすぐ家に帰れる距離だから、仕事と家庭を両立できると思われる。 
大部分の出稼ぎ者にとって、外で働くことを選んだのは本当に仕方がない選択である。元々
家族人口が多い、食糧の確保は更に大変であるかもしれない。それに、万が一家族の中で誰か
病気にかかった時は、入院する時の医療費もない村民が存在する。人間はただ生きる為にまず
食料品・衣料品や病気等の問題を解決しなければならない。故に、農村村民はそういう基本的
な条件を満たす為に、外に出稼ぎに行き、より多くお金を稼ぎたいと考える。 
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勿論、農村の農作業が辛い、もっと楽に多くお金を稼ぎたいと思って、外に出ていく出稼ぎ
者もいる。又、周りの人に影響されて、家族の為だけでなく自分の出世の為にも外に出ること
になる場合もある。 
 
 
＜毎月の収入源＞ 
以下は劉家村「留守高齢者」の毎月の主な収入図である。調査対象者の中で、毎月の収入源
は単一ではなく、複数の収入によって構成される為、図のデータは調査対象者達が実際に答え
た内容に基づいて作成した物である。図の中から見ると、毎月自分の労働によって生活する「留
守高齢者」は 21 人、全体の 47％を占める。劉家村の中でほぼ半分ぐらいの「留守高齢者」が
自分の労働によって老後生活を送っていると分かった。出稼ぎ家族の送金によって暮らしてい
る「留守高齢者」は 33 人、全体の 73％を占める。つまり、調査対象者の中で出稼ぎ家族の送
金によって生活している「留守高齢者」は多い。しかし、出稼ぎ者の送金によって家族の経済
情況を改善できるかどうかはまだ確認できない。そして、劉家村の中で出稼ぎ者の親孝行意識
が高いと推測できる。 
又、事例調査を通して劉家村の中で“新農合”に加入している「留守高齢者」は全員である
ことが分かった。言い換えれば、劉家村中の「留守高齢者」が全員、新型農村合作医療制度に
加入していると理解できる。 
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80 歳以上の「留守高齢者」達の毎月の収入源を見ると、主に出稼ぎ中の子供からの送金であ
り、ほぼ 75％を占めた。つまり、80年代の年齢層において出稼ぎ中の子供からの送金が「留守
高齢者」の生活では重要な役割を担当していると理解できる。言い換えれば、出稼ぎ中の子供
からの送金がなければ、80年代の「留守高齢者」達の生活が維持し難いと推測できる。 
一方、国家的な支援策の中で 80歳以上の高齢者補助制度があり、毎月 80歳以上の高齢者達
は政府から一定的な補助金をもらえることがある。しかし、事例調査の中で劉家村の 80歳以上
の「留守高齢者」達は高齢者補助金をもらう人が一人もいない。つまり、そういう制度が国家
から実施されても、運用の程度によってまだ劉家村という地域まで普及されていない場合があ
る。 
 
＜労働内容＞ 
上に述べたように、毎月の収入構成の中で自分の労働によって生活する「留守高齢者」は 47％
を占めている。したがって、今劉家村の中でまだ自分の労働によって生活している「留守高齢
者」の数が多いと言える。では「留守高齢者」達の労働は一体どういう労働なのかについて、
分析して行こう。調査対象者の中で、自分の動労によってお金を稼ぐと言った「留守高齢者」
は 21 人いる。 
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下図から見ると、「留守高齢者」の労働は主に耕作である。この耕作は農村部で良く見られる
農作業であり、農民達にとっても一番大事な仕事である。昔“農民の天職は耕作である”とい
う諺があって、農民達は一生を掛けて耕作するという意味である。しかし、社会の発展や現代
技術の進展に伴い、土地から離れ外で働ける農民がますます現れて来る。 
二番目は農民達自分の特技であり、農村の中で農民達は耕作だけでなく、農閑期はアルバイ
トを通して少しの収入を稼ぐこともある。故に、農村の中で一つ、二つの特技を持っている人
は多い。年を取った時、体力を必要とする農作業が出来ない時は自分の腕を出さなければいけ
ないからである。 
図の中から劉家村の農民達は農作業だけでなく、自分の特技も活用し生活していることが分
かった。 
 
＜月収入状況＞ 
そこで、毎月の収入情況が分かった後、一体どのぐらいの金額があるのかを検討して行こう。
下図から見ると、毎月 500 元未満の「留守高齢者」は 38％であり、人数が一番多い。そして、
毎月 500 元から 999 元までの人数と毎月 1000 元から 1999元までの人数はほぼ同じである。毎
月収入不定の「留守高齢者」の人数と毎月 500元未満の「留守高齢者」の人数は合計 20人であ
り、毎月 500 元以上の「留守高齢者」の人数は合計 25 人であり、後者の「留守高齢者」の人数
は調査対象者の半分を超えていると分かった。 
これから見ると、劉家村中の「留守高齢者」の経済情況がそんなに酷くないと分かった。だ
が、「留守高齢者」達の毎月の収入差は 1500 元以上あり、毎月の収入格差が結構大きい。 
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上に分析したように、毎月 500元未満の「留守高齢者」は 38％であり、17人が居る。500～
999 元の「留守高齢者」は 9 人、1000～1999 元の「留守高齢者」は 11 人、2000 元以上の「留
守高齢者」は 5人、毎月収入不定の「留守高齢者」は 3 人が居る。では、この人数の中で一体
どういう収入によって構成されるかについて分析して行こう。 
下図から見ると、毎月収入 500 元未満・500～999 元及び 1000～1999 元の中で送金によって
生活している「留守高齢者」が一番多く、次は自分の労働によって暮らす「留守高齢者」であ
る。つまり、出稼ぎの送金は調査対象者である「留守高齢者」の生活に重要な役割を演じてい
て、「留守高齢者」達はほとんど子供の送金や自分の労働によって老後生活を送っていると言え
る。又、出稼ぎ者が毎月大体 500～2000元ぐらいの金額を親達に送ると分かった。 
調査対象者の中で五保供養制度をもらった「留守高齢者」が一人しかいない。五保制度の補
助金額は 500元未満であり、社会保障制度の補助金額は 1000元以上であり、二つ制度補助金の
中で 500～1000 元ぐらいの格差がある。 
毎月収入 2000元以上の中で、一番多いのは自分の労働によって生活する「留守高齢者」であ
り、次は自分の退職年金である。又は、毎月 2000元以上の中で、出稼ぎ者の送金がない。つま
り、毎月自分の労働によって高い経済収入がある「留守高齢者」達が子供からの経済支援がな
い或いは自分が高い収入があるから、子供からの経済支援が欲しくないと推測する。 
図の全体から見ると、調査対象者の中で毎月 1500 元以上の収入格差があることが分かった。
それに、「留守高齢者」の毎月の収入構成の中で、国家支援策の割合が低いことから、国家的支
援策はあまり役に立たなかったことが分かった。 
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上に分析したように、劉家村の「留守高齢者」達は毎月 1500元以上の収入差があることを述
べた。その格差が個人の労働内容及び頻度と関わる可能性がある。それに、劉家村の「留守高
齢者」が皆勤勉で、自分の手で富を創造する性格がある。故に、親達の影響を受けて、村内の
若年者達も自分の手でもっと多くのお金を稼ぐ為に、外に出ることになったと推測する。 
 
＜月支出状況＞ 
毎月の収入の格差が大きい劉家村の「留守高齢者」達は、毎月の支出の格差も大きいかどう
かについて以下の月支出情況から分析していく。毎月 500元未満の「留守高齢者」の人数は 27
人であり、毎月 500 元から 999 元までの「留守高齢者」の人数は 14 人である。毎月支出 500
元未満の人数は調査対象者の 60％を占めることがあるから、調査対象者中で大部分の「留守高
齢者」達は節約する習慣があると見られる。或いは、年を取るとともにお金を使う所が少なく
なり、特に重病やお金を必要な所がなければお金を使わないことがあると推測する。上の月収
入と一緒に見ると、劉家村の「留守高齢者」達は毎月一定的な経済収入があるものの、毎日節
約した生活を送っていることが分かった。 
 
＜生活費の使い方＞ 
では、「留守高齢者」の収入は毎月どこで使われるのかについて検討して行こう。下図から見
ると、劉家村「留守高齢者」の毎月の支出は主に衣食住や医療に使われる。年を取った「留守
高齢者」達にとって、毎日の支出は食料品や生活用品等しかない。たまに、病気にかかった時
 51 
 
は村内の医療所で安い薬を買って対応することがある。故に、高齢者自分達にとって一番支出
が多いのは生活費や医療費である。又、毎月の支出構成の中で孫達の支援という項目があって、
調査対象者中の「留守高齢者」達にとって、毎月孫達の生活費も負担しなければいけないこと
があると分かった。 
従って、農村部の「留守高齢者」達にとって、毎月自分の生活費や医療費だけでなく、自分
の所に預かって来た孫達の生活費や他の費用も考えなければならない。又、「留守高齢者」の毎
月の支出情況から見ると、「留守高齢者」達は毎日本当に非常に節約した生活を送っていること
が分かった。 
 
二番目は孫達の支援、出稼ぎ者は仕事を理由に自分の子どもを親達の所に預けて、毎月一定
的な生活費を親達の所に郵送することがある。しかし、子供の毎月の生活費は食糧費、学費、
光熱費、衣料品代等色々な費用があって、月に具体的な金額等ははっきり言えない為、出稼ぎ
者からもらった孫達用の生活費が足りない時は、お爺さんやお婆さん達は多少経済的支援をす
ることがある。このケースはまだ親達の大変さを分かって、ちゃんと親達に面倒の費用を払う
出稼ぎ者である。 
酷いのは、子供を親達の所に預けても、毎月子供の生活費等全く郵送してくれないケースも
ある。そうしたら、孫達の毎月の生活費は全部「留守高齢者」達で負担することしかできない。
そういうことになったら、「留守高齢者」達は毎月の自分の生活費や医療費を負担するだけでな
く、孫達の生活費や他の費用も負担しなければならない。必然的に「留守高齢者」の経済負担
や心理負担が日々重くなって来るわけである。 
一方、自己趣味と答えた人は 4人しかいないことから、調査対象者中の「留守高齢者」達は
自分が好きな事があって、集中する人は少ないと分かる。又は、毎月時間の余裕や金があって、
自分の趣味に投資できる人が少ないと分かった。 
 
＜健康状況＞ 
前に書いたように、劉家村の「留守高齢者」の毎月支出は主に衣食住や医療に使われる。言
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い換えれば、劉家村の「留守高齢者」の毎月の生活費の中で、医療費の割合は多いと理解でき
る。つまり、「留守高齢者」達の日常生活の中で病気にかかることが多い。下図から見ると、病
気にかかった人は 25人であり、半分以上の人は病気を持っているということである。 
このことから、「留守高齢者」達の健康情況が良くないと分かった。年を取った高齢者達にと
っては、もう人生の最後になるので、金銭や権利などに対する追求はもうそんなに強くなく、
一番心配していることはやはり自分の健康である。 
故に、国家政策において農村部の医療補助や高齢者健康診断など「留守高齢者」の健康に関
わる活動を積極的に推進する必要がある。 
 
もっと詳しく男女別から見ると、「留守高齢者」の男性の身体情況は女性より良いと見られる。
“一人で生活出来ない”人数が同じでも、“健康で病気なく”や“軽い病気ある”の人数は女性
より男性の方が多い。つまり、「留守高齢者」の中で男性の身体状況がより良いと言える。 
 
    
 
では、年齢別に見ると、劉家村の「留守高齢者」の身体情況はどうなるか。60 年代の中で、
“健康で病気のない”人は 54％であり、ほぼ半分以上を占める。又、“一人で生活出来ない”
人は 17％いる。つまり、劉家村 60 年代の「留守高齢者」達の身体情況は全体的に好況である
と言える。70年代の中で、“健康で病気のない”人は 39％であり、ほぼ“軽い病気のある”人
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数と同じである。しかし、60 年代の「留守高齢者」達と比べて、身体情況が少し悪くなったと
見える。80年代の中で、“軽い病気のある”人は一番多く、“健康で病気のない”人数は“軽い
病気のある”人数の半分以下である。つまり、80年代の「留守高齢者」達は全体的に身体情況
が良くないと言える。 
確かに、人間というものは年を取るとともに物理的又は生理的に、ますます弱くなって来る
ことは当たり前のことである。しかし、こういう当たり前のことを言い訳として何にもしない
ままに結果を待つのは良くないと思う。年を取った高齢者、特に農村部の「留守高齢者」達の
身体情況が良くないことが分かった後、国家の方から高齢者の健康に関わる社会救助や支援策
等に取り組む必要がある。 
  
 
 
 
＜通院状況＞ 
では、劉家村の「留守高齢者」達は病気にかかった時にどう対応するかについて検討して行
こう。事例調査によると、病気にかかった時はほぼ全員が病院に行くことを選んだ。病院に行
かないことを選んだ人は一人しかいない。これから見ると、時代の進行に伴い「留守高齢者」
達の価値観や金銭に対する観念も変わって来て、又は自分の命を大事している人が多くなって
来たと推測する。 
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男女別から見ると、病気にかかった時は男女に関わらず、病院に行くことを選んだ人の方が
多いと見られる。行かないことを選んだ人は男性であることによって、自分の事に対して決定
権がある人は男性の方が多いと分かった。 
時代や社会の発展に伴い、人々の価値観や考え方も変わって来て、お金と言うより自分の命
や健康をもっと大切にする「留守高齢者」がますます増えて来た。 
しかし、これは単なる劉家村の「留守高齢者」の調査データであり、中国全体的の「留守高
齢者」の情況を代表することができないから、全体的な「留守高齢者」の情況を把握する為に、
もっと数多くの農村部の「留守高齢者」の調査データが必要となる。 
 
＜通院理由＞ 
前述したように、病気にかかった時は病院に行くかどうかという質問に対する分析の中で、
行くことを選んだ人は 26人がいる。 
事例調査を通して、以下のようないくつかの理由がある。一番大きな理由は自分の体を心配
することであり、二番目は子供に行かせることである。そして、病気の悪化も母集団全体の 19％
を占めている。故に、劉家村の病気にかかった「留守高齢者」達が病院に行くことを選んだ一
番の理由は自分の健康を心配することである。勿論、この“行く”というのはどんな病気でも
病院に行くわけではない。軽い病気だったら自分で村医療所に行って安い薬を買って対応し、
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重病や自分で治せない病気だけ病院を利用する。 
一方、「留守高齢者」達は病気になった時は病院に行かないことを選んだ人はほとんどいない。
つまり、「留守高齢者」達が普通病気にかかった時は病院に行く人が多い。社会学者の先行研究
の中で書かれた農村部の「留守高齢者」達は病気にかかった時はほとんど病院に行かない或い
は行けないという厳しい状況とは多少一致しない所がある。 
 
また、「留守高齢者」達の病院に行く頻度を見ると、半年に一回病院に行く人が一番多い 54％
であり、二番目は二ヶ月に一回病院に行く人が 31％である。このデータから見ると、劉家村の
「留守高齢者」達は確かに上に答えたように自分の体を心配していることが分かった。それに、
劉家村の「留守高齢者」達の健康情況が本当に良くないことが分かり、半年に一回ぐらい病院
に行って検査や治療を受けなければならないことが分かった。 
人間は年を取るとともに、体の調子も自然的に弱くなるのが普通の事であると思う人がいる
かもしれない。しかし、「留守高齢者」の子供は皆外に出て、自分が病気になった時は面倒を見
てくれる人もいない、普通の高齢者よりもっと弱くなり易い人間である。 
「留守高齢者」達にとって金がないというより病気がある方がもっと怖い。故に、病院に行
って検査したり、治療したりすることが農村部の「留守高齢者」達にとって一番大事なことで
ある。 
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＜寝たきりの生活＞ 
上の劉家村の「留守高齢者」の健康情況から見ると、劉家村の中では寝たきり状態で生活を
送っている「留守高齢者」は 8人いる。では、そういう「留守高齢者」達は普通の生活でどう
過ごせるか。事例調査によって、寝たきりになった「留守高齢者」達 8人の中で 2 人が自分の
子供と一緒に暮らしている。残りの 6人は自分の配偶者と一緒にお互いに助け合うことによっ
て生活をしている。これから見ると、健康情況が酷くて 1人で生活できない「留守高齢者」達
は村内組織や国家などの生活支援をもらっていないことが分かった。 
「留守家族」の中で、子供全員が出稼ぎに行く場合と子供 1 人或いは 2人を親の側に残ると
いう違うケースがある。子供全員が出稼ぎの場合は、自分の面倒を見ることが出来ない「留守
高齢者」達にとって、配偶者に頼ることしかできない。故に、下の連れ合いを頼るケースにな
る。しかし、もし配偶者がいない場合は、他の養老施設或いは地元の政府機関等に頼むことし
かできない。 
子供 1 人或いは 2人が家に残る場合は、普通に子供が親の面倒を見る。しかし、子供を家に
残しても、親の面倒を見てあげない事例もある。又は年を取った親達が家に残った子供の面倒
を見るケースもある。この中でもっと色々な事情や理由がある為、中国農村部「留守高齢者」
の養老問題は本当に複雑な問題である。 
 
 
＜農作業・家事の状況＞ 
農村部「留守高齢者」の健康情況を検討し終わったら、次に農作業や家事の負担について検
討して行こう。45 人の「留守高齢者」に対する調査では、普通に農作業や家事をやるかどうか
について、35 人の「留守高齢者」はやると選んだ。やらないと選んだ「留守高齢者」は 10 人
しかいない。つまり、調査対象者の中で普通農作業や家事をやる「留守高齢者」が多い。言い
換えれば、劉家村の「留守高齢者」達は年を取っても耕地の作業や家事を辞めることは出来な
い或いは辞めたくないと考える。一方、若年者の出稼ぎによって、家の農作業や家事が自然的
に「留守高齢者」の負担になることが明らかになった。 
調査対象者の中でやると選んだ「留守高齢者」は 78％を占め、母集団の全体で大きい割合を
占めることによって、劉家村の「留守高齢者」の農作業や家事負担が重いと推測する。 
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男女別に見ると、男女に関わらず、両方とも農作業や家事をやる人が多い。しかし、やると
選んだ「留守高齢者」の中で、女性を表す図の中でやる割合が男性より高い、やらないと選ん
だ「留守高齢者」の中で、男性を表す図の中でやらない割合が女性より高い。調査対象者の中
で、普通農作業や家事をやる「留守高齢者」は女性の方が多いと分かった。 
    
 
以下は農作業及び家事をやる頻度図である。やる頻度から見ると、ほぼ毎日農作業をやる人
は 80％であり、28人がいる。農繁期にやる人は 14％であり、5人しかいない。つまり、調査対
象者の「留守高齢者」達はほぼ毎日農作業や家事をやる状態になっている。それに、「留守高齢
者」の作業や家事の負担が重いということが証明された。 
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上で「留守高齢者」達はほぼ毎日農作業や家事をやる状態になっているということを書いた。
では、毎日農作業や家事をやる内容は一体何なのかについて検討して行こう。調査データによ
ると、「留守高齢者」達の農作業は主に耕作（54％）である。家事は主に日常の家事（29％）及
び家族の面倒（14％）等である。 
これから見ると、劉家村の村民達にとって、耕作はやはり一番大事な作業である。他方、仕
事がない「留守高齢者」達にとって、耕作は既に習慣になり或いは伝統になったと見える。そ
れに、「留守高齢者」達は年を取っても、毎日耕作だけでなく家事や家族の世話等大量の事をや
らなければならないことが証明された。前に作成した頻度図と一緒に見れば、「留守高齢者」達
は毎日大量のやることがあり、ゆっくり自分の老後生活を享受できる時間が少ないと分かった。 
つまり、先進国のように年を取った後、ゆっくり自分の老後生活を享受できる「留守高齢者」
がほとんどいないと言える。 
 
では、「留守高齢者」達が毎日農作業や家事をやる理由について検討して行こう。下図から見
ると、家の中で若者がいないという理由が一番多く、12 人がいる。次は「留守高齢者」達自分
が体を動かしたいという理由で、毎日家事をやっている。又は家の負担を減らす為とか孫達の
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面倒を見る必要があるとか等の理由で「留守高齢者」達は日々農作業や家事をやっている。要
するに、農作業や家事は「留守高齢者」自身でやりたいわけではないと分かった。 
しかし、子供達は皆外に出て、家の中で働ける人はいない為、自分でやることしかできない。
又、子供達は専念的にお金を稼げる為になるべく彼達の負担にならないようにと努力して、ま
だ働けるうちに農作業及び家事をやることになった。 
 
    
しかし、劉家村の中で普通農作業や家事をやらない「留守高齢者」も存在している。そうい
う「留守高齢者」達がやらない理由は何なのかについて分析して行こう。以下の図から分析す
ると、自分が病気あるから作業が出来ない或いは年を取ったから体力が足りない及び家の中で
自分の面倒を見てくれる人がいるから作業をやらない等の理由がある。家の中で畑がないから
農作業をやらないという人は一人しかいない。つまり、家の中で畑があれば、それに自分の健
康条件も許す場合は必ず農作業をやることになる。 
言い換えれば、劉家村の「留守高齢者」達は結構厳しい重病や本当に体が動かない場合でな
ければ、普通は農作業や家事をやめるわけにはいかない。農民にとって、耕作をするのは当た
り前のことである。それに、生まれたからずっとそこに住んで、そこの土地によって家族全員
を育てる。大部分の農民達にとって、一生を通して耕作をするから耕作以外の事はほとんど出
来ない状態になっている。故に、年を取ってもまだ体力がある場合は自然的に耕作をやること
を選択する。 
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＜農作業・家事以外の活動＞ 
家事以外の事つまり劉家村の「留守高齢者」の暇潰しは何なのかについて検討して行こう。
下図から見ると、普通農作業や家事をやらない時は隣人と雑談する人が一番多い。ほぼ同じ人
数である孫の面倒や隣人との雑談は二番目になった。これから見ると、「留守高齢者」達は隣人
と雑談し、孫の面倒を見ることは彼達の主な暇潰しである。 
又、良く隣人と雑談することを通して、「留守高齢者」達は皆仲が良いと見える。それに、下
図から見ると、「留守高齢者」達は家事以外のやれることが少ない、孫の面倒を見ることも自分
の楽しみになると分かった。 
農村部の「留守家族」の中で残されたお爺さんやお婆さん達にとって、孫を育てることは自
分の義務或いは栄誉だと思うことがある。勿論、孫を育てるリスクや生活の負担もあるが、孫
達が「留守高齢者」達にもたらす喜びも否定できない。 
    
故に、農村の中で留守児童の生活及び勉強の負担によって自分の老後生活が悪くなる「留守
高齢者」や孫達によって自分の老後生活が楽しくなる「留守高齢者」の二種類がある。確かに、
孫達の面倒を見るのは自分の生活に一定的な負担になる。しかし、負担になると同時に孫達が
もたらす楽しさも無視することが出来ない。「留守高齢者」達にとって、孫の面倒を見ると同時
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に、辛さや楽しさが二つとも存在している。 
 
＜楽しいと思うこと＞ 
では、「留守高齢者」達が毎日楽しい生活を送っているかどうかについて、下図から分析して
行こう。図の中から見ると、やや楽しいとやや楽しくないと思う人数はほぼ同じである。しか
し、楽しいと思う人数は楽しくないと思う人数の二倍である。調査対象者の全体から見ると、
楽しいと思う人数は楽しくないと思う人数より多いと見られる。 
劉家村の「留守高齢者」達は自分の老後生活に対して、満足な状態ではなく、不満足な状態
でもない情況になっている。つまり、自分の老後生活に対して深く感じることがなかった或い
は実感したことがなかったと分かった。老後生活は彼達にとってただ生きていて、日常生活中
の楽しいこととか悲しいこととか彼達の老後生活にあまり感触していなかったと見える。生活
の中で体験した辛いこととか、楽しいこととか彼達にとって普通のことと思われる。体験した
ことから自分の感動や受けたショック等を頭の中で深く保存していなかったと推測する。 
    
では劉家村の「留守高齢者」にとって、楽しいと思う理由は何なのかについて検討して行こ
う。下図から見ると、楽しいと思う一番大きな理由は自分の体調が良くて病気でないことであ
る。故に、劉家村の「留守高齢者」達にとって一番嬉しいことは病気でなく元気であることだ。
データから見ると、病気は「留守高齢者」達の老後生活に大きな影響を与えることが分かった。 
二番目は“あまり悩みがない”ことである。“悩みがない”ということは社会の中ではっきり
とした基準がなく、人によって意味が変わる。しかし、劉家村の「留守高齢者」達にとって“悩
みがない”ということは経済情況が悪くても、健康情況があまり良くないでも全ての事を良い
方向に向かって考える態度である。つまり、“悩みがない”ということは実際に全てのことが自
分が思った通りに進んでいなくても、本人が全ての事を楽観的な方向に向かって考えることで
ある。これは劉家村「留守高齢者」の生活態度及び人生の暮らし方だと思う。 
三番目は家庭生活が幸せ及び子供が親孝行することである。しかし、家庭生活が幸せという
ことにも基準がなく、人によって定義が変わる。経済社会の中で一般的に家庭生活が幸せだと
言うことは、家の経済基盤が良い・家族皆仲良くやっている・家の中で重病にかかる人がいな
い等であると思う。この中で経済能力・家族関係・健康状況三つの方面がある。故に、家庭生
活が幸せということは実際に良い健康状況、強い経済能力、子供が親孝行するという三つのこ
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とが全部含まれている。 
つまり、劉家村の「留守高齢者」達にとって自分の生活が幸せかどうかを判断する基準は自
分の健康及び家族の幸福である。 
 
 
  
他方、日々楽しくないと思う理由は何なのかについて検討して行こう。下の図から見ると、
一番大きな理由は家族の問題であり、二番目は自分の健康問題である。上の楽しいと思う理由
はほぼ同じで、自分の健康状況及び家族の幸福は「留守高齢者」の老後生活に大きな影響を与
える。 
これから見ると、「留守高齢者」自身の経済状況は彼達の老後生活にあまり影響していないと
分かった。故に、「留守高齢者」達にとって、医療費の補助や医療施設の更新等高齢者の健康に
関わることが大事である。国家的な支援策も「留守高齢者」の需要である医療費の補助につい
て更に力を入れて取り組む必要がある。 
勿論、日々楽しくないと思う理由はそれだけではない。人の生活経験や人生軌道によって、
それぞれ体験したことがあり、体験したことから感じたことも違うため日々の生活が楽しくな
いと感じる理由もそれぞれである。 
しかし、劉家村の「留守高齢者」の考え方から、家族観念という観念は農村地域ではまだ重
視されていると分かった。それに、孫を育てることが「留守高齢者」の義務になる原因と推測
する。「留守高齢者」達にとって、孫の面倒を見ることによって、出稼ぎ子供の負担を軽減でき
ると思う。それは、「留守高齢者」達にとって、出稼ぎ子供の幸福は自分の幸福でもある。故に、
子供が出稼ぎに行った時は、孫達の面倒を見る仕事は自然的に「留守高齢者」の仕事になる。
その現象は、農村地域では当たり前のことと思われる。「留守高齢者」達自身にとっても孫達の
面倒を見るのは必ず負担になるとは言えない。 
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＜隣人との関係＞ 
農村部の「留守高齢者」達にとって、家の中で一番繋がりの深い親族である子供が外に出か
けてしまうので、相談に乗ってくれる、悩みや楽しみを分かち合う或いは困った時に助けてく
れる人が居なくなり、自分が孤独な人間になる。故に、家からの関心や支援が足りない時は外
の支援や関心に求める意欲が強くなり易いことがある。 
下図から見ると、家に残された「留守高齢者」達は隣人との関係が良い、親密な関係を保っ
ていることが分かった。家族の出稼ぎによって、「留守高齢者」達は隣人との関係がより深くな
り、親密な関係を築きやすいということがある。それに、長い間に共同の地域で一緒に暮らし
ているから、その地域の住民に対して特別な信頼感が生まれ易いことがある。 
故に、調査対象者中の「留守高齢者」達は子供の出稼ぎによって孤独や憂鬱になり易いとい
う問題の外に目線を移すことで、多少解決できる。普通に悩みや困った事があった時は自分の
子供や家族と相談することは当たり前のことであるが、家族が側にいない為共同地域で一緒に
暮らす隣人に移転したわけである。 
子供が家に居ないから、話し相手や聞く相手もない。同村の一緒に暮らしている隣人達は「留
守高齢者」達にとって、まるで一緒に生活している家族である。故に、家の内部から「留守高
齢者」の精神慰謝は足りないと見え、家の外部から人との付き合い範囲が広くなったと見える。 
しかし、大事なことの選択や金銭的な利益と関わる時は一番相談したい相手はやはり家族の
成員である。普通、隣人との交流は誰でも言えること及び本当にどうでもいいことである。子
供の出稼ぎによって隣人との関係が深くなる「留守高齢者」達は一時的に精神慰謝が転移でき
るが、家族間の信頼関係や精神慰謝は「留守高齢者」達にとって代わることができない物であ
る。 
要するに、農村地域では若年者の出稼ぎによって、地域に残された「留守高齢者」達間の信
頼関係や繋がりを促進することができる。 
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＜生活上、困っていること＞ 
上に分析するように、日常生活の中で「留守高齢者」達は困った時の助け合い、農作業の協
力等によって、地域の住民達と親密な関係を持っていることがある。では彼達にとって一番困
った事は何なのかについて検討して行こう。 
下図から見ると、日常生活の中で「留守高齢者」達が一番困った事が自分及び家族の健康問
題である。二番目は日常生活の中で特に感じなかったことである。つまり、「留守高齢者」自身
及び家族メンバーの健康問題が彼達の老後生活に大きな影響を与えると分かった。日々自身及
び家族の健康問題について、悩んでいる「留守高齢者」が多いと見える。一方、健康問題以外
は特に何にもないと感じた「留守高齢者」も多い。言い換えれば、病気がなければ生活の中で
困った事がない「留守高齢者」が多いのである。つまり、劉家村の中で病気がない「留守高齢
者」達がほとんど自分の老後生活に対して、満足していると推測できる。 
他の困った事と言えば、子供及び孫の問題・家族関係等家族内部の事が多いと見られる。 
 
上に書いたように、劉家村の「留守高齢者」の一番困った事は自分及び家族メンバーの健康
問題である。では、そういう事が起こった時は劉家村の「留守高齢者」達はどう解決するかに
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ついて分析して行こう。事例研究調査によれば、劉家村の「留守高齢者」の解決策はほとんど
が自分の子供と一緒に解決することである。国家や地域等の支援を考えたことが少ない。つま
り、生活の中で何か困った事があったら、本当に力になれるのはやはり自分の子供だというこ
とである。故に、家の中で子供の役割が誰も代わることができない存在であると分かった。又
は生活の中で、国家や地域政府等行政機関が本当に「留守高齢者」の問題を解決できる場合は
少ない。或いは、国家政府機関が「留守高齢者」の本当の生活に参与していなかったことが分
かる。 
前に調査した隣人関係の中で、劉家村の「留守高齢者」達が皆仲が良く、深い隣人関係を持
っていることが分かった。しかし、下図の解決策から見ると、困った時に隣人からの自発的な
援助は少ないと見える。つまり「留守高齢者」達が何か困った事がある時に助けてくれる隣人
は少ないことが分かる。 
このことから、前の隣人関係と多少矛盾する所があると言える。劉家村の「留守高齢者」間
で非常に良い隣人関係を持っていても、誰かが困った時に助けてあげる人が少ないという事が
おかしい。理由がまだ明らかになっていないが、必ず背後に何か理由がある。 
又、困った時の解決策を見ると、政府の支援をもらった「留守高齢者」が一人しかいない。
しかし、農村地域では国家的な支援策が沢山あって、政府の支援を貰える「留守高齢者」が沢
山いるはずである。つまり、農村部では国家的な支援策が沢山あっても、享受できる或いは貰
える人が少ない。 
又は農民或いは農村に住む「留守高齢者」達にとって、彼達の本当の需要に合っていないと
推測する。国家の立場に立って、政策を実施すれば農民達にとって良いわけではない。農民達
の本当の需要が何なのかを調査して、政策を練るのが一番良くて実現可能性がある。 
 
インタビュー調査の最後の三つの質問が自由回答の形である為、調査対象者が実際に答えた
内容によって記述する。調査対象者の回答内容がそれぞれであり、短くまとめるのは本来の意
味を無くす可能性があるので、本来の回答内容をそのままここに移すことにした。 
調査番号 国家の高齢者政策に対する希望 
1 「留守高齢者」に補助金を出す、医療費の補助 
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2 経済情況が良くない「留守高齢者」に補助金を出す、医療費の減免 
3 経済情況が良くない「留守高齢者」に補助金を出す 
4 「留守高齢者」に医療費を減免、減免手続きの簡略化 
5 「留守高齢者」に補助金を出す、医療費の減免 
6 「留守高齢者」に補助金を出す 
7 特にない 
8 生活し難い党員33に手当を出す、医療費の補助 
9 「留守高齢者」に医療費を減免及び補助 
10 給料を上げる、退職職員に一定の経済補助 
11 「留守高齢者」に医療費を減免 
12 国家義務教育の普及及び学費の減免 
13 経済情況が良くない「留守高齢者」に補助金を出す、医療費の減免 
14 経済情況が良くない「留守高齢者」に一定の経済補助 
15 経済情況が良くない家庭に経済補助、医療費補助及び高齢者補助 
16 社保の基準を上げる 
17 「留守高齢者」に医療費の減免、60歳以上の高齢者補助 
18 経済情況が良くない家庭に経済補助、高齢者向けの経済補助 
19 経済情況が良くない家庭に経済補助、医療費の補助 
20 経済情況が良くない家庭に経済補助及び毎年の定期健康診断 
21 「留守高齢者」向けの医療費減免、60歳以上の高齢者補助 
22 「留守高齢者」向けの経済補助 
23 福祉及び教育におけるより多くの財政支出 
24 経済情況が良くない家庭に経済補助、医療費の補助 
25 精神問題がある「留守高齢者」に医療費の補助、高齢者補助 
26 経済情況が良くない家庭に経済補助、医療費の補助 
27 「留守高齢者」向けの活動場所を増やす、80歳以上の高齢者補助 
28 経済情況が良くない家庭に経済補助、80歳以上の高齢者補助 
29 特にない、家庭の経済情況がいい 
30 経済情況が良くない家庭に経済補助、80歳以上の高齢者補助 
31 「留守高齢者」向けの補助金 
32 経済情況が良くない家庭に経済補助、医療費の補助 
33 村の中で高齢者達がダンスできる場所が欲しい、高齢者補助 
34 「留守高齢者」に医療費の減免、減免手続きの簡略化 
35 60歳以上の高齢者補助 
36 「留守高齢者」に医療費の減免 
37 退職年金金額の増加 
                                                   
33党員：一つ政党のメンバー、政党の綱領と政策を賛成し、自発的に参加する人である。この場合は、中国共産党
党員の略称である。 
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38 村高齢者活動施設及び医療所の修繕 
39 経済情況が良くない家庭に経済補助、医療費の補助 
40 高齢者の医療費補助、80歳以上の高齢者補助 
41 高齢者職員の退職年金補助 
42 国家の五保戸政策が良いが、病院の医療費が高くて負担を感じる 
43 農民の待遇を高める、高齢者の医療費減免 
44 高齢者の医療費補助及び高齢者活動場所の建設 
45 「留守高齢者」向けの医療費補助、経済補助 
（個人のインタビュー調査によって、作った表）   表 1－1 
 
 
（表 1-1によって、作った表） 
 
＜高齢者政策に対する希望＞ 
答えた内容を見ると、国家政策に対する希望の中で経済の補助を希望する一番多い。二番目
は医療費の補助である。また、経済と医療費の補助を両方希望する人が 11人と分かった。つま
り、「留守高齢者」達にとって、一番欲しいのはやはり経済補助である。しかし、経済補助を希
望すると同時に、医療費に対する補助の希望も強いと見える。それは、現在中国の医療費が高
い為であると推測される。それに加え、現段階で実行された医療制度がまだ農村部「留守高齢
者」の医療問題を解決できるとは言えないと推測される。 
また、国家政策に対する希望の中で経済や医療費以外、村内施設の改善、義務教育の普及な
ど自身の生活と密接に関連する問題も挙げられた。つまり、国家は政策を制定する時に、多方
面のことを考えることを要求される。 
 
2-2 調査結果のまとめ 
劉家村に対するインタビュー調査を通して、調査対象者である「留守高齢者」の中で男性の
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方が多く、前期高齢者が多かった。 
生活現状から見ると、劉家村の「留守高齢者」の調査対象者は、全体として穏やかで日々有
意義な老後生活を送っていると言える。それでは、生活を経済状況・生活状況及び精神的支援
三つの方面に分けて、分析して行こう。 
1）経済状況： 
調査対象者 45人の中で 39人（87％）が生まれてからずっと農業に携わっていることが分か
った。 
毎月の経済収入源（複数回答）を調査した時、“送金”と答えた「留守高齢者」（33 人、73％）
が一番多かったが、二番目は“自分の労働”（21 人、47％）である。つまり、調査対象者の中
で出稼ぎに行っている子供の送金と自分の労働が「留守高齢者」の収入の主要部分である。言
い換えれば、「留守高齢者」の毎月の収入は主に送金や労働によって構成される。 
調査対象者全体の月収入情況から見ると、人々は毎月 1500元ぐらいの収入差があり、村落内
での「留守高齢者」間の月収入格差が大きいと分かった。つまり、劉家村の中で家計状況が良
い「留守高齢者」と家計状況が良くない「留守高齢者」が両方存在している。村落地域でも家
庭間の格差が存在していることが分かった。劉家村村内全体の収入格差があることから、劉家
村の経済発展は村全体で一緒に発展することではなく、個人それぞれで発展することと推測さ
れる。 
毎月の収入金額別から見ると、毎月収入 500元以下・501～1000 元及び 1001～2000 元の中で
送金によって生活している「留守高齢者」が一番多く、次は自分の労働によって暮らす「留守
高齢者」である。 
つまり、出稼ぎの送金は調査対象者である「留守高齢者」の生活に重要な役割を担っていて、
「留守高齢者」達はほとんど子供の送金や自分の労働によって老後生活を送っていると言える。
又、出稼ぎ者が毎月大体 500～2000元ぐらいの送金を親達に送ると分かった。とりわけ 80歳の
年齢層において、出稼ぎ者の送金によって生活する「留守高齢者」は 75％を占めていて、重要
な役割を担っていると分かった。 
一方、毎月の支出の状況から見ると毎月支出 500 元以下の人数は調査対象者全体の 60％を占
める。これは、調査対象者である「留守高齢者」達は全体的に毎月の支出が少ないことを証明
した。「留守高齢者」達は毎月一定の経済収入があるものの、日々節約した生活を送っていると
分かった。 
 
2）生活状況： 
インタビュー調査を通して、一人暮らしの「留守高齢者」は 3 人しかいなく、ほとんどが 2
人暮らしや 3 人暮らしである。2 人暮らしの場合は「留守高齢者」夫婦 2 人の割合が一番高く
（87％）、3人暮らしの場合は「留守高齢者」夫婦と孫（孫娘）が一緒に住むケースが多い。一
人暮らしの「留守高齢者」は 45 人の中で 7％（3人）、「留守高齢者」夫婦だけは 29％（13 人）、
夫婦二人と孫達は 20％（9 人）を占める。三つ合わせたら、調査対象者全体の 56％を占める。
つまり、調査対象者の中で大部分は典型的な「留守家族」である。 
又出稼ぎ人数から見ると、調査対象の家庭の中で出稼ぎ人数が一番多いのは 2人のケースで
あり、2人以下の割合は 7％しかない。つまり、若年者が出稼ぎするのが流行っていることが分
かり、調査対象者の中でほとんど全部の家庭に出稼ぎ者がいると見える。言い換えれば、村落
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の中で出稼ぎの風潮があると言える。子供の出稼ぎによって、「留守高齢者」の面倒を見てくれ
る人が少なくなり、ほぼ面倒を見てくれる人がいない状態である。 
一方、「留守高齢者」自身の健康状況から見ると、「留守高齢者」の中で病気にかかった「留
守高齢者」が 25 人（56％）いる。そして、「留守高齢者」が生活の中で困った事について調査
した結果、一番困っていることは自分及び家族の健康問題であった。つまり、「留守高齢者」達
にとって、一番大きな問題は病気である。 
上に述べたように、「留守高齢者」達にとって一番困っていることは健康問題であると分かっ
た。そして、調査では問題が起こった時は、多くの場合、自分の子供と一緒に解決することが
分かった。つまり、生活の中で何か困った事があったら、本当に力になれるのはやはり自分の
子供であるということだ。隣人や政府に助けを求める「留守高齢者」が少ないこと、これは“深
い隣人関係を持っている”という調査結果と多少矛盾がある。又は生活の中で、国家や地域政
府等行政機関が本当に「留守高齢者」の問題を解決できることは少ない。 
又健康状況に戻って、男女別に見ると、「留守高齢者」男性の健康状況は女性より良いと見ら
れる。年齢別から見ると、60 代の「留守高齢者」身体状況が良好であり；70 年代の「留守高齢
者」身体状況が 60 年代と比べて、やや悪くなったと見え；80 年代の「留守高齢者」身体状況
が良くないと分かった。 
次に、病気にかかった時に子供が側にいない為、助けてくれるのは隣人同士や病院しかない。
病気にかかった時は病院に行くかどうかという質問に対して、“行く”と答えた人は 96％であ
り、“行かない”と答えた人は一人である（4％）。これは、現段階で自分の命を大切にする「留
守高齢者」が増えてきていると分かった。 
しかし、病院に行くと言ってもどんな病気でも行くわけではなく、軽い病気だったら村内の
医療所で薬を買う人が多く、村内で解決できない病気だけ病院に行く。つまり、現在農村高齢
者の考え方が変わっても、家計や交通等の原因で病院に行けない「留守高齢者」が多い。 
大部分の「留守高齢者」が病院に行くと選んだ最大の理由は「自分の体を心配する（44％）」、
二番目は「自分の子供に行かせる（30％）」ことである。それに加え、半年に一回病院に行く「留
守高齢者」が 54％いることによって、「留守高齢者」達の健康状況が良くないと証明される。
インタビュー調査の中で寝たきりになった「留守高齢者」達は、日常の生活を全て自分の配偶
者と一緒にお互いに助け合うことによって過ごした。 
また年を取っても、自家の農作業や家事を止めることが出来ない「留守高齢者」もいる。家
の中で力仕事を担当できる若者がいない或いは若いうちに自分の体を動したい等理由で死ぬま
で農作業をやり続けている。しかし、農作業や家事を行う頻度から見るとほぼ 80％（28人）の
人は毎日やらなければいけない。故に、「留守高齢者」の農作業や家事負担が重いと推測できる。 
国家政策に対する希望の中で、劉家村「留守高齢者」達が一番欲しいのは直接の経済補助及
び医療費の減免である。つまり、現段階で医療費の高さはもう既に農民達にとって大きな負担
になっていると分かる。あまり教育を受けたことがない「留守高齢者」達にとって、医療負担
を軽減できる方法はお金しか考えられない。故に、彼達にとって自分の健康や医療費問題を解
決できるのは直接の経済補助及び医療費減免しかない。 
 
3）精神的支援： 
精神というのは人間の思考や感情の働き又は物事を支える根本となる物である。「留守高齢者」
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達の精神は日常生活を通して、感じたことや思ったこと等である。インタビュー調査では、「留
守高齢者」達は普段農作業や家事をやらない時は良く隣人と雑談することが多いということが
分かった。子供の出稼ぎによって家に対する関心や感情は少しずつ家庭外に転移する傾向が見
られる。しかし、隣人との雑談で劉家村農村地域の繋がりも強くなることがある。 
前述の通り、子供に対する感情の依頼が一時的に村落の住民に転移し、隣人との関係がより
深くなる「留守高齢者」がいる。しかし、家族間の信頼関係や家族愛情は「留守高齢者」達に
とって代わることができない物である。故に、隣人との関係がどんなに親密になっても、家族
間の感情交流を無視することは出来ない。 
直接「留守高齢者」の精神方面から見ると、日々楽しいと思う人数が 56％、楽しくないと思
う人数は 44％である。そのことから、調査対象者である「留守高齢者」達は日々生活が楽しい
と思う者が多いと見える。しかし、楽しくないと思う者も半分ぐらいいる。 
インタビュー調査によると、楽しいと思う一番大きな理由は自分の体が健康で病気がないこ
とである。二番目は悩みがなく、経済状況が悪くても、健康状況があまり良くなくても全ての
事を良い方向に向かって考える態度である。簡単に言えば、実際に全てのことが思った通りに
進んでいなくても、本人が楽観的に考えることである。これは調査対象者である「留守高齢者」
の積極的な生活態度である。 
三番目は家庭生活が幸せ及び子供が親孝行することである。一般に、家庭生活が幸せという
基準はなく、人によって意味が変わる。 
一方、楽しくないと思う理由は家族の問題及び自身の健康問題である。つまり、劉家村の「留
守高齢者」達にとって、自分の生活が幸せかどうかを判断する基準は自身の健康及び家族の幸
福であると分かった。それに、「留守高齢者」自身の経済状況は彼達自身の老後生活にあまり影
響を与えなかったと分かった。故に、「留守高齢者」達にとって、最も切迫した問題は医療費の
補助や医療設備の添付等自身の健康に関わることである。 
 
2-3 現在の劉家村の「留守高齢者」の課題 
劉家村の「留守高齢者」の生活や国家的な支援政策の享受状況に対する分析から、現在劉家
村で存在している課題をまとめていく。 
 
課題 1：若年労働者の大量流失 
出稼ぎ人数のデータを見ると、調査対象の家庭の中で、出稼ぎ者が二人以下の割合は 7％で
ある。つまり、現在、劉家村の大部分の若者が出稼ぎに行き、ほとんど全ての家庭で出稼ぎ者
がいると分かった。 
又、劉家村では典型的な一人暮らしの「留守高齢者」が 3 人（7％）、「留守高齢者」夫婦 2
人だけのケースは13人（29％）、「留守高齢者」夫婦と孫（孫娘）が一緒に住むケースは9人（20％）
であり、合計すると 56％となる。調査対象者の半分を超えていることから、劉家村は完全に「留
守村落」と言えるだろう。 
現在、劉家村の一人暮らしの「留守高齢者」や「留守高齢者」夫婦がまだ数が少なく、比較
的な楽な状態であるけれど、今後は出稼ぎの風潮に乗って、外に出て働く人数が増えてくると
ともに、一人暮らしの「留守高齢者」及び高齢者夫婦だけのケースも増える可能性がある。そ
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うなると、元々健康情況が良くない「留守高齢者」達は今後もっと厳しい老後生活に直面する
可能性がある。故に、どうやって劉家村の若年労働力が流失することを止めるかが、現在の劉
家村の最大の課題である。 
課題 2：「留守高齢者」の家事や孫を育てる負担が重い 
現在劉家村では、まだ自分の労働によって生活している「留守高齢者」の数が多く、個人の
意志であるかないかに関わらず、年を取った「留守高齢者」達は日々農作業や家事活動を続け
ていることが分かった。それに、現在家に住む人数の調査を通して、「留守高齢者」夫婦と孫（孫
娘）が一緒に住むケースは 9 人（20％）である。全体の調査対象の 20％であるが、このまま進
展して行くと、「留守高齢者」の家事労働や孫を育てる負担が深刻化してくる可能性があると推
測される。故に、どうやって劉家村の「留守高齢者」の家事労働負担を軽減できるのかがもう
一つの課題になる。 
 
課題 3：“80 歳以上の高齢者補助制度”の実行力が足りない 
80 年代の「留守高齢者」を調査対象として、毎月の収入構成を調査した。収入内容から見る
と、劉家村では“80歳以上の高齢者補助制度”の経済支援を受けている「留守高齢者」は一人
もいない。しかし、南昌市の高齢者制度は 2012年 9月から実行され、全ての条件を満たす高齢
者達が戸籍のある村委員会に申請書を出すだけで、毎月一定の補助金をもらえることがある。
制度開始から、4年が経っているにもかかわらず、劉家村では“80歳以上高齢者補助制度”の
実行力が足りないと言える。 
劉家村の「留守高齢者」達はそういう補助制度の存在までも知らないことがある。故に、村
内委員会の宣伝力が低いと推測される。農村部の「留守高齢者」達にとって、村内の情報提供
や情報交換が重要であり、村委員会は国家が実行した高齢者支援制度を明らかにして、住民に
伝えることが大事である。 
 
課題 4：調査対象者である「留守高齢者」間の経済格差が大きい 
調査対象者である「留守高齢者」の全体的な月収入を見ると、高齢者間で毎月 1500 元ぐらい
の差があり、家庭間の格差が存在していることが分かった。これは、劉家村の経済発展が村全
体で発展することではなく、個人で発展することと推測する。しかし、家庭間の格差は地域内
の持続可能な発展と関わって、地域の発展に大きな影響を与える可能性がある。大きな格差に
よって村落内の紛争や各種問題が起こり易い可能性がある為、持続可能な発展を実現する為に
家庭間の格差を縮小する必要がある。 
 
課題 5：新型農村合作医療制度がまだ不完備である 
インタビュー調査を通して、劉家村の「留守高齢者」の身体状況があまり良くないと分かり、
調査対象者 45人の中で病気にかかった「留守高齢者」は 27人いる。日々日常生活が楽しいか
どうかという質問に対して、楽しくないと答えた理由の中で自分の身体状況が良くないという
理由がある。その為、劉家村の「留守高齢者」達は自分の身体情況に対して非常に心配してい
ることが分かった。故に、農村部の「留守高齢者」達にとって、一番必要な支援策は医療と関
わるものである。 
国家的な新型農村合作医療制度が実行されたが、単に金銭的に支援しているだけである為、
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より具体的な医療支援活動（例えば、専門医師が定期的に農村部に来て、無料或いは低価格で
高齢者に健康診断のサービスを提供する活動；国家から一定の予備金を出して、各農村部によ
り完備な医療施設を増やす等）があれば高齢者の医療問題をより効果的に解決できると思われ
る。それに加え、“新農合”医療制度の中で補助金がもらえる前に複雑な申請手続きがあり、補
助金が手に入るまで長い時間待つ必要がある。どんな病気でも補助金が出るわけではなく、申
請しても補助金が出ない場合もある。又は補助金が出ても金額が少なく、高齢者の医療負担を
軽減する効果がないことがある。 
 
課題 6：農村部の重病にかかる「留守高齢者」に対する救援策が足りない 
劉家村の「留守高齢者」の身体状況を調べてみると、病気にかかった 27 人の中で寝たきりの
「留守高齢者」は 8人である。数字だけを見ると、「留守高齢者」の身体状況がまだ深刻ではな
いが、実際に寝たきりになった「留守高齢者」はどんな生活を過ごしているのかを皆知らない。
劉家村の寝たきりの「留守高齢者」はほとんどの場合自分の配偶者と一緒に住み、お互いに助
け合うことによって生活している。配偶者がいない場合は自分の子供が世話をしてくれること
もある。寝たきりになった「留守高齢者」達はほとんどが自分の家族に頼って生きている。も
し、家族がいない場合はどう過ごすべきなのかについて考えてみると、現状から言えば一人で
生活するしかない。 
毎日の飲食問題は隣人同士で解決できるかもしれないが、日常の排泄や行動等は誰かが助け
てくれないと、自分で解決することは決してできない。故に、村落内でそのような重病にかか
る「留守高齢者」に対して、一定の救援策に取り組まなければ、「留守高齢者」達は厳しい老後
生活を待つことしかできない。 
現在の劉家村状況から見ると、そういう救援策への取り組みがまだ進んでいないことが分か
るので、今後深刻化して来る高齢化社会に対して、積極的に対応しなければならない。 
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終  章  
全体的に見ると、劉家村の「留守高齢者」達は皆勤勉で日々労働していると分かった。それ
に加え、自身の努力によって、豊かな老後生活を送っていることも分かった。「留守高齢者」の
収入格差が大きいが、収入に関わらず病気にかかった時は病院に行って診察を受ける人が多い。 
調査対象者の 87％の「留守高齢者」は生まれてからずっと農業に携わり、全員が“新農保”
に加入していることが分かった。しかし、全員が加入していても、医療費が高い、或いは補助
を受けていても、残りの医療費を払うことが負担になる「留守高齢者」がいる。つまり、“新農
保”支援政策が農村部「留守高齢者」の医療問題をまだ解決されていないと言えるだろう。 
更に、“80 歳以上の高齢者補助制度”の運用程度が低いと分かった。社会保険を購入する行
為等によって、現在中国の高齢者支援制度がまだ不完備な所があると推測される。言い換えれ
ば、現在の高齢者支援政策は農村部「留守高齢者」の養老問題を解決できているとは言えない。 
 
第 1節 先行研究との比較検討 
先行研究の中で主に、現在農村部「留守高齢者」の生活・養老問題及び国家的な社会的支援
の二つの面から分析して来た為、劉家村の「留守高齢者」の調査状況もその二つの面に分けて、
分析していく。 
 
1-1 生活・養老問題 
①先行研究と一致しない点： 
第一：「留守高齢者」の月収状況が一致しない 
各学者の先行研究を通して、農村部の「留守高齢者」が経済力において主に自分の子供に依
頼し、ほとんど収入がない状態に置かれているということが分かる。 
しかし、実際に調査してみると、劉家村「留守高齢者」の月収は毎月 500元以下の人は 38％
（17人）であり、毎月 501元から 2000元までの「留守高齢者」の人数（20 人）はほぼ全体の
半分である。つまり、劉家村の「留守高齢者」は毎月最低限 501元以上の収入があると推測で
きる。言い換えれば、劉家村の「留守高齢者」の経済状況がそれほど悪くはないと言える。 
一方、毎月の主な収入を見ると、自分の労働、出稼ぎ中の子供達の送金及び新農保の補助金
の三つによって構成されていた。自分の労働によって生活している「留守高齢者」は 47％を占
めることが判明した。つまり、現在劉家村の中でまだ自分の労働によって生活している「留守
高齢者」が多いと言える。 
劉家村の「留守高齢者」達は毎月最低限 501元以上の収入があり、そのうち四割の人は毎月
501元から 2000 元までの収入がある。 
従って、劉家村の「留守高齢者」の収入状況は先行研究とは多少一致しない所がある。しか
し、経済の発展や都市部と農村部の格差などの原因で、農村部の経済収入に影響を及ぼす可能
性がある。劉家村の「留守高齢者」の月収状況は全国の農村部「留守高齢者」の収入状況を代
表しているわけではないので、今後より多くの農村部「留守高齢者」の収入状況を把握する必
要がある。 
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第二：「留守高齢者」の精神的身体的負担が一致しない 
先行研究の中で、農村部の出稼ぎによって、家族が「留守高齢者」への精神的ケアーが不足
し、更に「留守高齢者」達が家に残された孫（孫娘）の面倒を見なければならないことがあり、
「留守高齢者」の精神的身体的負担が重くなるという問題がある。 
劉家村の「留守高齢者」に対するインタビュー調査の結果では、農作業や家事以外の時間は
何をするかという質問に対して、「隣人との雑談」が一番多く。二番目は孫（孫娘）の面倒を見
ることである。つまり、劉家村の「留守高齢者」の主な楽しみは隣人との雑談や孫（孫娘）の
面倒を見ることである。劉家村の「留守高齢者」達は家事以外の楽しみが少なく、孫の面倒を
見ることが主に自分の楽しみになっていると思われる。 
子ども達が出稼ぎに行ったことで、家族間の交流が少なくなり、家庭内の精神的ケアーが足
りなくなる場合は隣人同士に移行されると思われる。 
確かに、年を取った「留守高齢者」達にとって、孫（孫娘）の面倒を見るのは大変である。
しかし、孫達が「留守高齢者」にもたらす喜びも否定できない。劉家村の事例調査を通して、
「留守高齢者」達は、孫（孫娘）の面倒を見ることが既に自分の楽しみになっていることが分
かった。 
故に、農村部の中で留守児童の保育及び教育などによって、老後生活が負担になる「留守高
齢者」と、逆に老後生活が楽しくなる「留守高齢者」の二種類がある。「留守高齢者」達にとっ
て、孫の面倒を見ることは同時に、辛さと楽しさの両面性が二つとも存在していると言えるだ
ろう。 
故に、先行研究の中で「留守高齢者」達が孫（孫娘）の面倒を見るのは自分の負担になると
いう研究結果とは多少一致しない点がある。 
 
第三：病気にかかった時の選択が一致しない 
先行研究の養老問題の中で、農村部「留守高齢者」は軽い病気にかかった時、事実を隠すこ
とを選んだ人が多いとのことであった。自分自身のことは後回しにして、大きな病気をそのま
ま見逃したり、重病の時も安い薬で対応したり、病院に行かない人のほうが多い。中国の諺で
言えば“小病不看，大病拖”である。 
実は、病院に行かないという選択はただ経済力が足りない場合もあるが、自分の生き方等に
よって左右される場合もある。元々農村部の経済力は都市部と比べて高くないことは事実であ
る。そして、農村部の「留守高齢者」達は更に貧困で、毎日の衣食住だけでも彼達にとって大
変なことである。病気にかかった時の医療費は彼達にとって払える経済力がないので、一番安
い方法で解決することしかできない。 
しかし、劉家村の事例調査を通して、病気にかかった時は病院に行くかどうかという質問に
対して、96％の「留守高齢者」は通院を望んでいる。病院に行かないと答えた人は一人だけで
ある。つまり、劉家村の「留守高齢者」は病気にかかった時は病院に行くことを希望している
人が多い。これは、各学者の研究結果とは多少の不一致点があると分かった。 
理由とすると、劉家村「留守高齢者」の経済力がそんなに悪くない或いは自分の命を大事に
する人が多いと思われる。社会の進展に伴い、人々の考え方や農村部の経済力も変わってくる
と思われる。その変化の中で、人々の価値観や病気に対する姿勢も変わってくると思われる。
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故に、この点は先行研究と一致しないことになる。 
 
②先行研究と一致する点 
第一：医療保険制度に関する検討が一致する 
先行研究の中で、医療保険制度があるもののそれが完全に農民の医療負担を軽減できるとは
言えないことがある。劉家村のインタビュー調査を通して、調査対象者である「留守高齢者」
全員が新農保保険制度に加入していることが分かった。しかし、日々楽しいかどうかという質
問に対して、「楽しくない」と答えた人は四割おり、その理由の中で自身の健康問題を心配する
人が多かった。つまり、劉家村の「留守高齢者」全員が新農保保険制度に加入していても、病
気にかかった時は依然として心配する。言い換えれば、新農保保険制度は完全に劉家村の「留
守高齢者」の医療問題を解決されたとは言えない。つまり、医療保険制度の不完備性がまだあ
ると思われる。この点は先行研究の結果と一致している。 
 
第二：隣人同士との関係が一致する 
先行研究の中で、農村部では共同作業や困った時の助け合い等によって、隣人同士との関係
が強化され親密になり易いということが明らかにされている。しかし、隣人との関係がどんな
んに強化されても、家族間の感情交流が不足している限り、精神的ケアーが依然として不充分
な状態に置かれているということがある。 
劉家村の事例調査を通して、家に残された「留守高齢者」達は隣人との関係が良く、親密な
関係を持つことが分かった。家族の出稼ぎによって、「留守高齢者」達は隣人との関係がより深
くなり、親密な関係を築きやすいということがあると見られる。長い間に共同の地域で一緒に
暮らしているので、地域の人に対して特別な信頼感や感情が生まれ易い。普段は、子どもが家
にいない為、話し相手や聞く相手も変わりやすい。しかし、大事なことの選択や金銭的な問題
に関連することは一番に相談したい相手はやはり家族である。これは人間の本性であり、「留守
高齢者」に関わらず誰でも当たり前のことと思われる。 
言い換えれば、子どもの出稼ぎによって隣人との関係が深くなる「留守高齢者」達は、一時
的に精神的ケアーが移行しても、大事なことが起こった時はやはり家族との相談を選ぶことが
多い。つまり、家族との信頼関係や感情交流は「留守高齢者」達にとって一番大切なことと考
える。 
この点は、先行研究と一致しており、先行研究の論点を証明する根拠となる。 
 
1-2 国家的な社会的支援 
各学者の先行研究の中で、農村部の「留守高齢者」の生活及び養老問題の解決策等の研究結
果が多く、国家的な支援策に対する研究が少ない。 
しかし、数が少ないと言っても、完全にないとは言えない。高齢者支援政策の先行研究を見
ると、社会養老保障制度は農村部で運用される程度が低く、まだ完全に普及されていない。そ
れに加え、高齢者支援政策の中で「留守高齢者」という特殊な対象者が普通の高齢者と区別さ
れていない為、普通の高齢者と同じように享受できると見えるが、実際に普通の高齢者が享受
できる支援策が「留守高齢者」達にとって、享受できない支援策がある。 
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実際に劉家村の「留守高齢者」を調査した結果で、社会保険に参加している「留守高齢者」
が 4人いる。職業経験は非農業の「留守高齢者」が 6人、この 6人の中で社会保険に加入して
いる人が 3人しかいない。社会保険制度が自由参加なので、加入資格がある人は参加したくな
くてもできる。 
しかし、非農業の 6 人の中で 3人しか加入していないことによって、もう一人が非農業では
ないことが分かった。つまり、一人が社会保険を購入したことが分かった。 
6 人の中で 3 人しか社会保険に加入していないことを見ると、劉家村の社会保険の加入率が
高くないことが分かった。或いは、本人の参加意識が薄いと推測される。一方、社会保険を購
入する行為によって、現段階で中国の高齢者支援制度がまだ完備していないことが分かった。
これを見ると、各学者の研究結果とは多少一致しており、国家的な支援政策がまだ改善すべき
所があると分かった。 
 
第 2節 政策について検討 
現段階では劉家村の「留守高齢者」の養老問題がまだ厳しい状態になっていると分かった。
故に、農村部「留守高齢者」の養老問題を解決する為に、より完璧的な支援政策が必要とする。
では、現在中国の国家的な支援策の十分ではない所に対して、検討していく。 
 
1）社会養老保険制度（新農保） 
農村部では“新農保”の加入率が高くなるものの、社会保険を購入するケースが存在すると
分かった。 
「留守高齢者」達にとって補助金をもらうには、60 歳までに自分から一定の保険料を納付し
なければならない。つまり、その補助金をもらう前に自分から一定の金額を出さなければなら
ない。60歳までに全くお金を払うことがない高齢者が、60歳以降社会保険を享受したい場合は
お金で社会保険を買うことは違法行為である。しかし、事例調査を通して、そういう違法行為
が劉家村に存在すると分かった為、現在中国の社会養老保険制度の管理において、まだ不完全
な所があると推測される。 
一方、60歳前に支払う保険料がいくら安くても支払えない「留守高齢者」も存在する。そう
いう「留守高齢者」はお金がなくて生活しにくいだけでなく、保険料を支払う能力がないので
社会養老保険制度が享受出来なくなることがある。 
一定の意味で言うと、そういう養老保険制度の利用者はお金がある「留守高齢者」或いは子
供から一定の経済援助をもらえる高齢者だけが利用できる制度と言える。 
最低保険料の納付によって、支援制度を利用できる高齢者と利用できない高齢者が分かれる。
ある意味、経済が余裕ではない高齢者或いは子供達から一定の経済支援がない「留守高齢者」
達にとって、利用し難い制度と思われる。 
しかし、そういう「留守高齢者」に対して、国家が解決策を考えなければならない。現時点
では、農村部の「留守高齢者」達がまだ法律上の扶養者がいる為、国家が打ち出した支援制度
が利用できない状態になっている。これは、中国の人口数が多い為、家庭に頼ることしかでき
ないと国家が判断するからである。故に、都市農村に関わらず養老義務はすべて家族の責任と
思われている。 
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単に国家或いは家庭から「留守高齢者」の老後生活をサポートするのはどちらも不可能であ
る。「留守高齢者」達にとって、家庭からのサポートが普通の高齢者より少ないのであり、家庭
の支援が少なくなり、或いはない時に、国家や社会からのサポートが特に重要になってくる。 
又、元気な「留守高齢者」の余裕の時間を充分利用することも重要である。劉家村の「留守
高齢者」の農作業時間外の活動内容を調べてみると、孫達の面倒や隣人との雑談が一番多い為、
劉家村の「留守高齢者」の余裕の時間が全部無駄になると分かった。自分の趣味や好きな事を
やる人は少ない。もし、社会から仕事のチャンスを提供すれば、「留守高齢者」の無駄な時間が
活用され、社会経済の発展を促進するだけでなく、農村部の「留守高齢者」の貧困問題も解決
できると思う。 
 
2）新型農村合作医療制度（新農合） 
劉家村では「留守高齢者」全員が新農合医療制度に加入していることが分かった。しかし、
彼達が答えてくれた困った事を見ると、経済状況の不況と医療費の負担が主な問題であると分
かった。合作医療制度に全員加入している現状を見ると、どんなに生活しにくくても自身の健
康と関わる医療制度に加入したい人が多い。つまり、医療が「留守高齢者」達にとって非常に
大事なことであると分かった。 
強烈な医療費の減免という希望がある為、新型農村合作医療制度の応用程度に疑いを持つわ
けである。言い換えれば、現在新型農村合作医療制度の応用程度はまだ深くなく、実際に「留
守高齢者」の医療問題をまだ解決していない状態であり、医療費の負担を軽減できているとは
言えない。 
国家は本当に農村合作医療制度が応用されているかどうかを知るために、毎年一定期間の中
で農村合作医療制度によって減免した医療金額などを確認し、実際に実施した全体情況を把握
する必要性がある。又、減免した医療金額の中で実際の情況と一致するかどうかを試す為に、
農村部まで訪問する必要性がある。 
もう一つは農村合作医療制度の減免対象や割合を拡大する必要があり、重病だけではなく普
通の風邪や熱などの場合も利用できるように範囲の設定を見直すべきである。又、重病減免の
割合も検討し直す必要があり、なるべく農民達が最低限のお金で治療や診察を受けられるよう
に調整すべきと思われる。 
「留守高齢者」達にとって、病院に行く為に付き添ってくれる人が必要である。しかし、子
どもが出稼ぎに行く為、付き合ってくれる人がいない。その場合、配偶者と一緒に病院に行く
ことしかできない。二人とも年を取った為、複雑な減免手続きや診察の流れ等が彼達にとって、
負担になるに違いない。故に、合作医療制度を打ち出した前に、制度を利用する人の立場に立
って、制度の便利さも考えなければならない。つまり、医療費の減免手続きを簡略化する必要
がある。 
 
3）農村最低生活保障制度（低保） 
事例調査を通して、劉家村の中で農村最低生活保障制度を享受している「留守高齢者」がい
ない。言い換えれば、劉家村の中で家計状況が非常に悪い「留守高齢者」はいない、或いは農
村最低生活保障制度の保障基準が低すぎ、条件を満たせる人が少ない。 
従って、農村最低生活保障制度の保障基準に対して、時間や地域によって、検討し直す必要
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がある。それに、時間や地域の変化によって、保障基準が随時調整する必要がある。 
周知のように、農村部に住む「留守高齢者」達は主に耕作によって少ない収入を得ているこ
とが分かった。出稼ぎ中の子どもの収入を除くと、農村部高齢者の月収はほとんど同じレベル
である。しかし、出稼ぎ中の子どもの収入を含めると、家計状況が大きく違ってくる。それは、
同じ出稼ぎ中の子供にしても、家に送金する能力や意欲が違うからである。 
国家は、農村部の「留守高齢者」達に外に出稼ぎ中の子供がいるから、この制度を利用でき
ないと判断される。つまり、法律において扶養義務がある人がまだいるという事を判断された
限り、最低生活保障制度を利用できなくなる。 
故に、家計状況が悪くなり、子供からの送金がない「留守高齢者」達にとって、子供からの
支援がないと同時に国家からの支援も享受できなくなる。その特例に対して、農村部「留守高
齢者」達は自然的に国家的な支援策の対象外になる。その場合、農村部の最低生活保障制度は
家計状況が悪い「留守高齢者」にとって全然役に立たないことになる。 
そのような「留守高齢者」達が自分の老後生活をどう送るべきなのかは課題になる。家庭内
からの支援がない「留守高齢者」達にとって、国家や社会からの支援が非常に重要になって来
る。 
従って、法律的な扶養者がいても、長年連絡がなくて生活しにくい状態に置かれている「留
守高齢者」が法律上の扶養者が居ないと国家が判定し、五保老人の範囲に変更すれば、自然的
に国家的な支援制度が利用できるようになる。しかし、これはただの発想であり、本当に実行
できるかどうかはまだ検討する必要がある。 
 
4）80歳以上の高齢者補助制度 
国家的な支援策の中で 80歳以上の高齢者補助制度があり、毎月 80 歳及び 80 歳以上の高齢者
達が政府から一定の補助金をもらえる。しかし、事例調査の中で劉家村 80歳以上の「留守高齢
者」達が高齢者補助金を受けていないことが分かった。 
つまり、同じ支援制度にしても、地域によって、実施される程度が違う。或いは、80歳以上
の高齢者補助制度がまだ劉家村まで普及されていないと推測する。 
 
5）高齢者ホーム 
事例調査の中で高齢者ホーム支援策を利用している「留守高齢者」がいないことが分かった。
例え寝たきりになっても、高齢者施設に入居したくなく、家族と一緒に暮らしたい「留守高齢
者」のほうが多い。 
それは、農村部の家庭観念に影響されたからである。自分の子どもがまだ生きているうちに
高齢者施設に入居することが農村部の「留守高齢者」達にとって恥ずかしいことである為だ。
故に、自身の健康状況がどんなに厳しくても、高齢者施設を選ばない。 
または、交通の不便や情報の入手できる方法が少ない為、民営高齢者ホーム（養老院）に対
する理解がまだ十分ではない。高齢者ホームに対して、一定の偏見を持つことがある。もう一
つは経済の原因で、民営高齢者ホーム（養老院）に入居できる条件は毎月一定の賃金を払うこ
とである。経済力がない「留守高齢者」達にとって、高齢者施設に行きたくても行けない。従
って、劉家村の「留守高齢者」達が寝たきりになっても、自宅で生活する人が多い。 
現在中国では実施された高齢者支援制度がまだ農村部の「留守高齢者」の需要を満たすこと
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ができなく、高齢者支援制度の中でまだ改善すべき所が多く存在している。その為、支援政策
が提出される前に、よく実際の状況を調査する必要がある。また、提出された支援政策が最初
の目的と合うかどうかをよく検討し、修正し続ける必要がある。 
高齢者の養老問題は中国だけでなく、世界中にも深刻化になっている。更に、中国農村部の
「留守高齢者」の養老問題が特殊である為、完全に高齢化問題を解決する為に、より完璧な高
齢者支援政策が必要である。 
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